
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2006年11月29日 

【中間会計期間】 2006年度中（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

【会社名】 ソニー株式会社 

【英訳名】 SONY CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表執行役  中鉢 良治 

【本店の所在の場所】 

  

  

  

東京都品川区北品川６丁目７番35号 

(注)2007年２月１日から本店は下記に移転する予定です。 

      本店の所在の場所 東京都港区港南１丁目７番１号 

      電話番号 03-6748-2111(代表) 

【電話番号】 03-5448-2111(代表) 

【事務連絡者氏名】 コーポレート・エグゼクティブ 湯原 隆男 

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区北品川６丁目７番35号 

【電話番号】 03-5448-2111(代表) 

【事務連絡者氏名】 コーポレート・エグゼクティブ 湯原 隆男 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 (注) 1 当社の連結経営指標等は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計処理の原則および手続きならびに

用語、様式、作成方法、すなわち、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則にもとづき作成されていま

す。 

2  当社は、2006年４月１日より、従来「その他の収益」に含めていた特許実施許諾料を「売上高および営業収

入」に含めて表示することにしました。これにともない、2004年度上半期、2005年度上半期、2004年度および

2005年度の「売上高および営業収入」、ならびに「営業利益」を2006年度上半期の表示に合わせて組み替え再

表示しています。2004年度上半期、2005年度上半期、2004年度および2005年度の特許実施許諾料はそれぞれ

17,119百万円、17,338百万円、31,709百万円および35,161百万円でした。2006年度上半期の特許実施許諾料は

15,944百万円でした。特許実施許諾料は、主にエレクトロニクス分野で計上されました。 

3 上記の１株当り純資産額、基本的１株当り中間（当期）純利益および希薄化後１株当り中間（当期）純利益

は、当社普通株式について記載しています。 

4 当社は、2004年度、発生問題専門委員会（Emerging Issues Task Force、以下「EITF」）が公表したEITF第

04-８号「潜在株式調整後１株当り利益に与える条件付転換債権の影響（The Effect of Contingently  

Convertible Instruments on Diluted Earnings per Share）」を適用しました。これにともない、2004年度

上半期の希薄化後１株当り中間（当期）純利益を修正再表示しています。修正再表示前の希薄化後１株当り中

間（当期）純利益は77.58円です。 

回次 2004年度上半期 2005年度上半期 2006年度上半期 2004年度 2005年度 

会計期間 

自2004年 
４月１日 
至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 

至2006年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

自2005年 
４月１日 
至2006年 
３月31日 

売上高および営業収入 百万円 3,331,529 3,279,767 3,598,415 7,191,325 7,510,597 

営業利益 百万円 70,278 67,973 6,215 145,628 226,416 

税引前利益 百万円 69,875 108,286 27,906 157,207 286,329 

中間（当期）純利益 百万円 76,474 21,205 33,971 163,838 123,616 

純資産額 百万円 2,541,233 2,999,182 3,236,745 2,870,338 3,203,852 

総資産額 百万円 9,253,156 10,008,314 11,143,645 9,499,100 10,607,753 

１株当り純資産額 円 2,736.10 2,998.94 3,232.47 2,872.21 3,200.85 

基本的１株当り中間（当期）

純利益 
円 82.61 19.95 33.93 175.90 122.58 

希薄化後１株当り中間（当

期）純利益 
円 74.26 19.01 32.36 158.07 116.88 

自己資本比率 ％ 27.4 29.9 29.0 30.2 30.2 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
百万円 111,907 △40,897 △72,775 646,997 399,858 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
百万円 △670,754 △414,668 △324,538 △931,172 △871,264 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
百万円 141,358 243,531 253,617 205,177 359,864 

現金・預金および現金同等物中

間期末（期末）残高 
百万円 449,626 581,200 555,330 779,103 703,098 

従業員数 人 152,700 155,900 162,800 151,400 158,500 



5 当社は、2001年６月20日付で子会社連動株式を発行しました。普通株式および子会社連動株式の１株当り利益

は、それぞれに配分される利益を各算定期間に流通する加重平均株式数で除して計算されていました（「第５

経理の状況」中間連結財務諸表注記『３ 主要な会計方針の要約』参照）。また、普通株式および子会社連動

株式の１株当り純資産額は、それぞれに配分される純資産額を期末株式数で除して計算されていました。子会

社連動株式に配分される純資産額は、子会社連動株式の発行価額および対象子会社の剰余金のうち子会社連動

株主に帰属する部分として計算されていました。普通株式に配分される純資産額は、連結純資産額から子会社

連動株式に配分される純資産を控除して計算されていました。 

2005年10月26日開催のソニー㈱取締役会において、子会社連動株式１株につき1.114株の割合で普通株式を割

当交付する方法にて子会社連動株式を終了させることを決議し、2005年12月１日に実施しました。その結果、

2005年度において、ソニーは、基準書第128号にもとづき２種方式を適用し、普通株式と子会社連動株式のそ

れぞれについて１株当り利益を計算していますが、子会社連動株式の１株当り情報については開示していませ

ん。2005年度の普通株式の１株当り利益は、2005年11月30日に終了する８ヵ月間における子会社連動株式に配

分される利益を控除して計算されています。 

子会社連動株式の１株当り情報は、次のとおりです。 

なお、希薄化後１株当り利益については、子会社連動株式の１株当り利益に希薄化効果をもつ証券の発行や権

利の付与がないため計算していません。 

6 売上高および営業収入には、消費税等は含まれていません。 

(2)提出会社の経営指標等 

 （注）1 売上高には、消費税等は含まれていません。 

       2  種類株式（子会社連動株式）は、2005年12月１日をもって普通株式へ一斉転換されました。 

    3 純資産額の算定にあたり、2006年度上半期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しています。 

回次 2004年度上半期 2005年度上半期 2006年度上半期 2004年度 2005年度 

会計期間 

自2004年 
４月１日 

至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 
至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 

至2006年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 
至2005年 
３月31日 

自2005年 
４月１日 

至2006年 
３月31日 

１株当り純資産額 円 3,045.33 3,458.19 － 3,045.50 － 

基本的１株当り中間（当期）

純利益 
円 18.12 430.74 － 17.21 － 

回次 2004年度上半期 2005年度上半期 2006年度上半期 2004年度 2005年度 

会計期間 

自2004年 
４月１日 

至2004年 
９月30日 

自2005年 
４月１日 

至2005年 
９月30日 

自2006年 
４月１日 
至2006年 
９月30日 

自2004年 
４月１日 

至2005年 
３月31日 

自2005年 
４月１日 
至2006年 
３月31日 

売上高 百万円 1,397,014 1,463,221 1,818,186 2,895,413 3,179,579 

経常利益・損失（△） 百万円 3,023 △3,757 62,628 45,755 18,661 

中間（当期）純利益 百万円 6,738 8,933 54,225 56,656 34,478 

資本金 百万円 480,292 621,724 625,194 621,708 624,124 

発行済株式総数 
千株 

          

普通株式 

種類株式（子会社連動株式） 

926,432 

3,072 

997,216 

3,088 

1,002,100 

－ 

997,211 

3,072 

1,001,679 

－ 

純資産額 百万円 1,721,781 2,058,558 2,114,030 2,042,798 2,079,196 

総資産額 百万円 3,675,865 3,630,648 3,824,425 3,684,545 3,654,062 

１株当り配当額 
円 

          

普通株式 

種類株式（子会社連動株式） 

12.50 

－ 

12.50 

－ 

12.50 

－ 

25.00 

－ 

25.00 

－ 

自己資本比率 ％ 46.8 56.7 55.2 55.4 56.9 

従業員数 人 15,995 16,230 16,388 15,892 16,194 



２【事業の内容】 

 当社および当社の連結子会社（以下「ソニー」）は、エレクトロニクス、ゲーム、映画、金融、その他の分野から構成

されており、ビジネスセグメント情報は当該区分により作成されています。エレクトロニクス分野では主として音響・映

像・情報・通信関係の各種電子・電気機械器具・電子部品の設計・開発・製造・販売、ゲーム分野では主としてゲーム機

およびゲームソフトの設計・開発・制作・販売、映画分野では主として映画・テレビ番組の企画・製作・配給、金融分野

では主として個人生命保険・損害保険ビジネス、リースおよびクレジットファイナンス事業、銀行業、その他の分野では

主として音楽ソフトなどの企画・制作・製造・販売、インターネット関連サービスを含むネットワークサービス事業、ア

ニメーション作品の制作・販売事業、広告代理店事業などを行っています。 

 2006年９月30日現在の子会社数は985社、関連会社数は70社であり、このうち連結子会社（変動持分事業体を含む）は

947社、持分法適用会社は59社です。 

 ソニーは、2006年４月１日よりエレクトロニクス分野の製品部門区分を一部見直しました。主な変更点として、これま

で“半導体”に含まれていた低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイおよび“その他”に含まれていた化成デバイスが

“コンポーネント”に組み替えられました。これにともない、前年同期の実績は新区分に合わせて組み替え再表示されて

います。 

 なお、当社の中間連結財務諸表は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計基準、すなわち、米国で一般に公

正妥当と認められた会計原則（以下「米国会計原則」）にもとづき作成されており、関係会社の情報についても米国会計

原則の定義にもとづいて開示しています。「第２ 事業の状況」および「第３ 設備の状況」においても同様です。 



エレクトロニクス、ゲーム、映画、金融、その他の各分野の事業内容ならびに主要会社は次のとおりです。 

事業区分および主要製品 主要会社 

エレクトロニクス     

  オーディオ 家庭用オーディオ 

携帯型オーディオ 

カーオーディオ 

カーナビゲーションシステム 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエンジニアリング㈱ 

ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony United Kingdom Ltd. 

  ビデオ ビデオカメラ 

デジタルスチルカメラ 

ビデオデッキ 

ＤＶＤビデオプレーヤー／レコーダー 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony France S.A. 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony United Kingdom Ltd. 

  テレビ ブラウン管テレビ 

プロジェクションテレビ 

液晶テレビ 

コンピューター用ディスプレイ 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics Asia Pacific Pte. Ltd 

Sony Espana S.A. 

Sony EMCS (Malaysia) Sdn. Bhd. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

Sony France S.A. 

S-LCD Corporation 

  情報・通信 パーソナルコンピューター 

プリンターシステム 

放送用・業務用オーディオ／ビデオ／モニタ

ー 

その他の業務用機器 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーマーケティング㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony United Kingdom Ltd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

  半導体 ＬＣＤ、ＣＣＤ、その他の半導体 当社、ソニーセミコンダクタ九州㈱ 

Sony Device Technology (Thailand) Co., Ltd. 

  コンポーネント 光学ピックアップ、電池 

オーディオ／ビデオ／データ記録メディア 

データ記録システム 

当社、ソニーイーエムシーエス㈱、ソニーエナジー・デバイス㈱ 

ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス㈱ 

ソニーマーケティング㈱  

ソニー白石セミコンダクタ㈱ 

ソニーNECオプティアーク㈱ 

Sony Electronics Inc. 

Sony Electronics (Singapore) Pty.Ltd. 

Sony United Kingdom Ltd. 

Sony France S.A. 

Sony Deutschland G.m.b.H. 

  その他 上記カテゴリーに含まれない製品やサービス 当社、ソニーイーエムシーエス㈱ 

ソニーマニュファクチュアリングシステムズ㈱ 

ソニーサプライチェーンソリューション㈱ 

Sony DADC US Inc. 

Sony Ericsson Mobile Communications, AB 

ゲーム     

    家庭用ゲーム機、ソフトウェア ㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント 

Sony Computer Entertainment America Inc. 

Sony Computer Entertainment Europe Limited. 

映画     

    映画、テレビ番組 

デジタルエンタテインメント事業 

㈱ソニー・ピクチャーズエンタテインメント 

Sony Pictures Entertainment Inc. 

MGM Holdings, Inc. 



［ビジネスセグメントの関連性］ 

 エレクトロニクス分野の主要製品は、主として国内および海外の製造会社が製造し、主に国内および海外の販売会

社が販売しています。 

 金融分野における㈱ソニーファイナンスインターナショナルは、主としてエレクトロニクス分野に対するリース事

業を行っています。 

事業区分および主要製品 主要会社 

金融       

    

生命保険 

損害保険 

銀行 

リースおよびクレジットファイナンス事業 

ソニーフィナンシャルホールディングス㈱ 

ソニー生命保険㈱ 

ソニー損害保険㈱ 

ソニー銀行㈱ 

㈱ソニーファイナンスインターナショナル 

その他     

    音楽ソフトウェア 

インターネット関連サービス事業 

アニメーション作品の制作・販売事業 

広告代理店事業 

その他の事業 

当社、㈱ソニー・ミュージックエンタテインメント 

SONY BMG MANAGEMENT CO., LLC 

SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT 

SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT BV 

ソニーコミュニケーションネットワーク㈱ 

㈱アニプレックス 

㈱フロンテッジ 



事業の系統図は次のとおりです。 



３【関係会社の状況】 

2006年度上半期における重要な関係会社の異動は以下のとおりです。 

(1)連結子会社 

(2)持分法適用関連会社 

    2006年度上半期において、重要な持分法適用関連会社の異動はありません。 

（注）1  「主な事業の内容」には、事業の業種別セグメントの名称を記載しています。 

   *2    2006年４月３日付けで日本電気㈱と当社の光ディスクドライブ事業の合弁会社として設立しました。 

     *3    2006年７月１日付けでソニーケミカル㈱とソニー宮城㈱が会社統合を行い、ソニーケミカル㈱を存続会社 

      とする「ソニーケミカル＆インフォメーションデバイス㈱」を設立しました。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主な事業の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

ソニーNECオプティアー

ク㈱*2 
東京都品川区 1,490  エレクトロニクス 55.0 

・製品を当社の子会社へ納入していま

す。  

・当社の賃借建物の一部を事務所用とし

て転借しています。  

・役員の兼務等・・・・・有  

ソニーケミカル＆インフ

ォメーションデバイス㈱

*3 

東京都品川区  5,480 エレクトロニクス 100.0 

・製品を当社および当社の子会社へ納入

しています。  

・当社所有の土地・建物・製造設備の一

部を工場用として賃借しています。  

・当社の賃借建物の一部を事務所用とし

て転借しています。  

・役員の兼務等・・・・・有  



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は百人未満を四捨五入して記載しています。 

(2)提出会社の状況 

(3)労働組合の状況 

 当社および連結子会社の労使関係は良好です。 

  2006年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

エレクトロニクス 137,600  

ゲーム 5,100  

映画 6,900  

金融 6,600  

その他 4,500  

全社（共通） 2,100  

合計 162,800  

  2006年９月30日現在 

従業員数（人） 16,388 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績等 

営業概況 

 米国会計基準に準拠し、業績を報告通貨である円に換算した、ソニーの当上半期の売上高および営業収入（以下

「売上高」）は、前年同期に比べ9.7％増加しました。前年同期の為替レートを適用した場合（以下の前年同期の為

替レートを適用した場合の業績については「為替変動とリスク・ヘッジ」参照）の当上半期の売上高は、前年同期に

比べ5％増加しました。セグメント別では、エレクトロニクス分野および映画分野で増収、ゲーム分野および金融分

野で減収となりました。 

 ソニーは2006年４月1日より、従来「その他の収益」に含めていた特許実施許諾料を「売上高および営業収入」に

含めて表示することにいたしました。これにともない、前年同期の売上高および営業収入、営業利益、ならびにその

他の収益を当上半期の表示に合わせて組み替え再表示しています。当上半期の特許実施許諾料は159億円、前年同期

は173億円でした。特許実施許諾料は、主にエレクトロニクス分野で計上されました。 

 ソニーの当上半期における営業利益は、前年同期に比べ90.9％減少しました。エレクトロニクス分野で利益を計上

したものの、ゲーム分野と映画分野で損失を計上しました。なお、前年同期の営業利益には、ソニー厚生年金基金の

代行部分の返上完了にともなう利益735億円（このうち、エレクトロニクス分野で645億円）が含まれており、また当

上半期の営業利益には、デル社、アップルコンピュータ社およびレノボ社によるソニー製リチウムイオン電池セルを

使用したノートブックコンピュータ（以下「ノートＰＣ」）用電池パックの自主回収、ならびにソニーおよびその他

のＰＣメーカー製ノートＰＣの一部に採用されている、ソニー製リチウムイオン電池セルを使用したノートＰＣ用電

池パックの全世界における自主交換プログラムに関わる費用として512億円が含まれています。 

 ソニーは、当上半期において160億円（前年同期は487億円）の構造改革費用を営業費用として計上しました。この

うちエレクトロニクス分野で153億円（前年同期は478億円）を計上しました。 

売上高 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ3,186億円（9.7％）増加の3兆5,984億円となりました。売上高の内訳の詳細

については、下記の「分野別営業概況」をご参照下さい。 

（後述の販売費および一般管理費に関する比率分析において、「売上高」については、「売上高および営業収入」の

うち、純売上高および営業収入のみが考慮されており、金融ビジネス収入は除かれています。これは、金融ビジネス

費用は売上原価や販売費および一般管理費とは別に計上されていることによります。さらに、研究開発費を含む売上

原価に関する比率分析については、「売上高および営業収入」のうち純売上高のみが考慮されています。これは、売

上原価は純売上高のみに関連して発生する費用であることによります。後記の比率分析のうち、セグメントに関する

ものについては、セグメント間取引を含んで計算されています。） 

売上原価、販売費・一般管理費 

 当上半期の売上原価は、前年同期に比べ2,219億円（9.7％）増加の2兆4,985億円となり、売上高に対する比率は、

前年同期の78.1％から76.5％に減少しました。 

 当上半期の研究開発費（全額売上原価に含まれる）は、前年同期に比べ131億円（5.2％）増加の2,629億円とな

り、売上高に対する比率は、前年同期の8.6％から8.0％に減少しました。 

 当上半期の販売費および一般管理費は、前年同期に比べ1,834億円（28.2％）増加の8,331億円となり、売上高に対

する比率は前年同期の21.9％から悪化して25.1％になりました。販売費および一般管理費が増加したのは、前年同期

にソニー厚生年金基金の代行部分の返上完了にともない735億円が控除されていたこと、および当上半期に前述のノ

ートＰＣ用電池パックの自主回収および自主交換プログラムに関わる費用として512億円を計上したことが主な要因

となっています。 

営業利益 

 当上半期の営業利益は、前述の要因により、前年同期に比べ618億円（90.9％）減少の62億円となり、売上高に対

する比率は、前年同期の2.1％から悪化して0.2％となりました。エレクトロニクス分野と金融分野で利益を計上しま

したが、ゲーム分野と映画分野で損失を計上しました。 



その他の収益および費用 

 当上半期の連結業績におけるその他の収益は、前年同期に比べ197億円（29.6％）減少の469億円となり、その他の

費用は、前年同期に比べ11億円（4.1％）減少の252億円となりました。その他の収益からその他の費用を差し引いた

純額は、前年同期から186億円（46.2％）減少して217億円の利益となりました。 

 その他の収益は、前年同期に、従来ソニーの持分法適用会社であったマネックス・ビーンズ・ホールディングス㈱

の株式の一部売却にともなう持分変動益、ソニーコミュニケーションネットワーク㈱（現ソネットエンタテインメン

ト㈱。以下「ソネット」）の連結子会社であるソネット・エムスリー㈱およびソネットの持分法適用会社である㈱デ

ィー・エヌ・エーの株式の一部売却などにともなう持分変動益合計385億円を計上していたことなどにより、前年同

期に比べ減少しました。なお当上半期にはソニーのリテール事業６社を傘下におく持株会社である㈱スタイリングラ

イフ・ホールディングス（以下「スタイリングライフ」）の株式51％を日興プリンシパル・インベストメンツ㈱の

100％出資子会社に譲渡したことなどにより、持分変動益201億円の計上がありました。 

 その他の費用は前年同期とほぼ同水準でした。 

税引前利益 

 当上半期の税引前利益は、前述の営業利益およびその他の収益からその他の費用を差し引いた純額の減少により、

前年同期に比べ804億円（74.2％）減少の279億円となりました。 

法人税等 

 当上半期の法人税等は、前年同期に比べ600億円（77.7％）減少の172億円となり、税引前利益に対する比率（実効

税率）は61.7％となりました。当上半期の実効税率が日本の法定税率を上回ったのは、主に関係会社の未分配利益に

対する税金引当および繰延税金資産に対する評価性引当金を追加計上したことによるものです。 

少数株主損益 

  当上半期の少数株主損益は、前年同期の少数株主損失に対して少数株主利益を計上しました。これは、主にソネッ

トにおいて利益が増加したことなどによるものです。 

持分法適用会社の業績 

 持分法適用会社には、携帯電話端末事業の合弁会社であるSony Ericsson Mobile Communications AB（以下

「SEMC」）、㈱豊田自動織機との低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイ製造の合弁会社であるエスティ・エルシー

ディ㈱、日本の衛星放送委託事業会社である㈱スター・チャンネル、Samsung Electronics Co., Ltd.とのアモルフ

ァスTFT液晶パネル製造の合弁会社であるS-LCD Corporation（以下「S-LCD」）、MGM Holdings, Inc.（以下

「MGM Holdings」）、SONY BMG MUSIC ENTERTAINMENT（以下「ソニーBMG」）などがあります。 

 当上半期の持分法による投資損益は、前年同期の損失から350億円改善し、233億円の利益となりました。SEMCにお

いて前年同期比204億円増加の320億円、S-LCDにおいて前年同期比154億円改善の50億円（未実現内部利益控除前）の

利益を計上しました。一方、ソニーBMGにおいて68億円、MGM Holdingsにおいて54億円の投資損失を計上しました。 

中間純利益 

 当上半期の中間純利益は、前年同期に比べ128億円（60.2％）増加の340億円となり、売上高に対する比率は0.9％

となりました。また株主資本（当上半期の期首と期末の平均）に対する比率は1.1％となりました。当上半期の基本

的１株当り中間純利益は33.93円（前年同期は19.95円）、希薄化後１株当り中間純利益は32.36円（前年同期は19.01

円）(「第５ 経理の状況」中間連結財務諸表注記『８ 基本的および希薄化後１株当り利益の調整表』 参照)でし

た。 

分野別営業概況 

 以下、各分野の売上高（および金融ビジネス収入）は、セグメント間取引を含みます（「第５ 経理の状況」 中

間連結財務諸表注記『10 セグメント情報』参照）。 



エレクトロニクス 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ3,015億円（12.8％）増加の2兆6,593億円となりました。当上半期の営業利

益は、前年同期に比べ540億円増加の554億円となりました。 

 エレクトロニクス分野の、前年同期の為替レートを適用した場合の当上半期の売上高は前年同期に比べ7％増加し

ました。 

 外部顧客に対する売上高は前年同期比17.8％の増加となりました。 

 外部顧客に対する売上高を地域別に見ると、全地域で増収となりました。日本においては、液晶テレビ、携帯電話

端末（SEMC向けなど）、CCDおよびCMOSイメージセンサー、デジタルカメラなどの売上が増加しました。米国では、

ブラウン管テレビ、CD方式およびMD方式の「ウォークマン®」などの売上が減少しましたが、液晶テレビ「BRAVIA＜

ブラビア＞」、デジタルカメラ「サイバーショット」などの売上が増加しました。欧州では、液晶テレビ、ＰＣ「バ

イオ」などの売上が増加しました。その他地域では、CD方式およびMD方式の「ウォークマン」などの売上は減少した

ものの、液晶テレビ、カメラモジュール、デジタルカメラ、ＰＣなどの売上が増加しました。 

製品部門別の状況 

 以下の製品部門別売上高の内訳は外部顧客に対するもので、セグメント間取引を含んでいません。（「第５ 経理

の状況」中間連結財務諸表注記『10 セグメント情報』参照） 

 オーディオ部門の売上高は前年同期に比べ90億円（3.6％）減少の2,379億円となりました。市場の縮小により、CD

方式およびMD方式の「ウォークマン」の売上が減少しました。 

 ビデオ部門の売上高は前年同期に比べ541億円（10.9％）増加の5,531億円となりました。DV方式の市場縮小などに

より家庭用ビデオカメラ「ハンディカム®」の売上は減少しましたが、デジタルカメラの販売が好調であったことな

どにより、部門全体では増収となりました。 

 テレビ部門の売上高は前年同期に比べ1,921億円（59.7％）増加の5,135億円となりました。ブラウン管テレビの売

上は減少しましたが、市場が拡大している液晶テレビの売上が大幅に増加したことなどにより、部門全体では大幅な

増収となりました。 

 情報・通信部門の売上高は前年同期に比べ643億円（17.4％）増加の4,335億円となりました。ＰＣは全世界におい

てノートＰＣの販売が好調だったことにより増収となりました。また、放送用・業務用機器はHD関連製品の販売が好

調だったことにより増収となりました。 

 半導体部門の売上高は前年同期に比べ176億円（21.2％）増加の1,005億円となりました。主にデジタルカメラ向け

CCDおよびCMOSイメージセンサーの販売が好調だったことにより増収となりました。 

 コンポーネント部門の売上高は前年同期に比べ501億円（13.3％）増加の4,261億円となりました。主としてCD用光

学ピックアップの市場縮小により光学ピックアップの売上が減少しましたが、携帯電話向けおよびＰＣ向けのリチウ

ムイオン電池の売上が増加したなどにより部門全体では増収となりました。 

 その他部門の売上高は前年同期に比べ119億円（4.9％）増加の2,530億円となりました。これは、主として、携帯

電話端末の売上が増加したことによるものです。 

 エレクトロニクス分野の営業利益は、前年同期にソニー厚生年金基金の代行返上益645億円を計上したこと、当上

半期においてノートＰＣ用電池パックの自主回収および自主交換プログラムに関わる費用512億円を含む販売費およ

び一般管理費が増加したことなどがありましたが、原価率の改善、外部顧客向け売上の増加に加え、円安によるプラ

スの影響および固定資産の除売却損の減少などにより前年同期比増加しました。製品別では、上述の電池パックの自

主回収および自主交換プログラムに関わる費用の引き当てがあったバッテリーが減益の要因となりましたが、販売が

好調だったデジタルカメラ、液晶テレビ、構造改革により固定費が減少したブラウン管テレビなどが増益の要因とな

りました。 

 なお、当上半期にはエレクトロニクス分野の構造改革費用として153億円を計上しました。 

 当上半期末の棚卸資産は、前年同期末に比べ3,287億円（51.1％）増加の9,716億円となりました。これは、主に、

液晶テレビや、「プレイステーション ３」（以下「PS３」）の発売を控えてPS３向け半導体の在庫が増加したこと

によります。 

ゲーム 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ942億円（24.3％）減少の2,928億円となりました。また営業損益は前年同期の

23億円の利益に対し当上半期は703億円の損失となりました。 

 ゲーム分野の、前年同期の為替レートを適用した場合の当上半期の売上高は、前年同期に比べ28％減少しました。 

 ハードウェアについては、「プレイステーション ２」（以下「PS２」）およびPSP®「プレイステーション・ポータ



ブル」（以下「PSP」）の販売数量が前年同期に比べて減少したこと、日本・米国・欧州におけるPS２の戦略的な価格

引き下げなどにより、全地域で減収となりました。 

 ソフトウェアについては、PSP用ソフトウェアが増収となったものの、PS２用ソフトウェアが減収となったことによ

り、全体で減収となりました。 

 なお、ハードウェアおよびソフトウェアに関する生産出荷台数・本数の動向については以下の通りです。 

* ハードウェア、ソフトウェア製品の生産出荷数量は、生産拠点から出荷した時点で集計しています。 

 同製品の売上は、販売店・顧客に同製品が引き渡された時点で認識されます。 

**自社制作およびソニーとライセンス契約を締結した他社制作の両方を含みます。 

 損益面では、PS２およびPSPビジネスにおける利益はほぼ前年同期並みとなりましたが、PS３向け半導体などに関

する評価減707億円などPS３プラットフォームの立ち上げ関連費用を計上したことに加え、PS３ビジネスに向けた積

極的な研究開発投資を継続したことにより、損益が悪化しました。 

 当上半期末の棚卸資産は、前年同期末においてPSPの欧州地域への導入にともないPSPの在庫水準が全体として低水

準であったこと、および当上半期末においてPS３関連の部材を在庫として計上したことにより、前年同期末に比べ

733億円（63.8％）増加の1,882億円となりました。 

映 画 

 当上半期の売上高は、前年同期に比べ797億円（26.3％）増加の3,829億円となりました。損益面では、前年同期の

24億円の営業損失から141億円拡大し、164億円の営業損失を計上しました。映画分野は、米国を拠点とする

Sony Pictures Entertainment（以下「SPE」）の業績で構成されています。 

 映画分野の業績を米ドルベースでみると、当上半期の売上高は前年同期に比べ20％増加しました。売上が増加した

のは、主に「ダ・ヴィンチ・コード」が劇場公開され、全世界で大ヒットしたことに加え、劇場公開作品数が前年同

期に比べ増加したこと、および公開作品あたりの劇場興行収入が増加したことによります。一方、DVD映画ソフトの

売上は減少しました。当上半期の売上に貢献した主な劇場公開作品には、「ダ・ヴィンチ・コード」の他に

「Talladega Nights: The Ballad of Ricky Bobby」、「もしも昨日が選べたら」などがあります。 

 損益面では、前記のとおり売上は増加したものの、劇場公開作品数が前年同期に比べて増加したことにともない広

告宣伝費が全体として増加したことにより、映画作品の損益は悪化しました。さらに、DVD映画ソフトの売上減少も

営業損失の拡大要因になりました。テレビの営業利益は、ネットワーク局向けやシンジケーション向けの新番組にか

かる制作費および広告宣伝費の増加により減少しました。 

金 融 

 当上半期の金融ビジネス収入は、前年同期に比べ375億円（11.4％）減少の2,922億円となりました。また営業利益

は、前年同期の620億円から328億円（53.0％）減少し、291億円となりました。 

 ソニー生命保険㈱（以下「ソニー生命」）の収入が、前年同期に比べ386億円（13.7％）減少の2,423億円となった

ことにより、分野全体として減収となりました*。ソニー生命の減収は、保険料収入が増加したものの、一般勘定お

よび特別勘定の評価益が減少したことなどによるものです。 

 損益面では、ソニー生命において、保険料収入が増加したものの、主に転換社債の評価益などの一般勘定運用益が

減少したことから、分野全体で減益となりました。ソニー生命の営業利益は、上記の要因により、前年同期に比べ

329億円（53.4％）減少の287億円となりました*。 

*ソニー生命の収入および営業利益は米国会計原則に則って算出されています。したがって、ソニー生命が国内の

会計原則に則って個別に開示している業績とは異なります。 

 
 

（単位：万台、万本） 

2005年度上半期 
(2005年４月１日～ 
2005年９月30日) 

2006年度上半期 
(2006年４月１日～ 
2006年９月30日) 

2006年９月30日まで
の累計台数・本数 

ハードウェア生産出荷台数 

（全地域合計）* 
      

PS２ 854 756 11,125 

PSP 584 591 2,294 

ソフトウェア生産出荷本数       

（全地域合計）*/**       

PS２ 8,500 8,000 112,700 

PSP 1,390 2,200 6,930 



その他 

 当上半期における「その他」に含まれる事業は、主として、国内の音楽制作事業である㈱ソニー・ミュージックエ

ンタテインメント（以下「SMEJ」）、Sony Music Entertainment Inc.（以下「SMEI」）の音楽出版事業、主に日本

でインターネット関連サービス事業を行うソネット、アニメーション作品の制作・販売事業、日本の広告代理店事業

で構成されています。 

 当上半期の売上高は前年同期に比べ208億円（10.9％）減少の1,696億円となりました。その他分野の売上のうち、

81％が外部顧客向けのものでした。また損益面では、前年同期の営業利益128億円から16億円（12.4%）減少し、112

億円の営業利益となりました。 

 その他の売上高の減少は、主に当上半期においてソニーのリテール事業６社を傘下におく持株会社であるスタイリ

ングライフの株式51％を日興プリンシパル・インベストメンツ㈱の100％出資子会社に売却した影響、およびSMEJの

減収によるものです。 

 SMEJの減収は、当上半期においてSMEJが行っていたソニーのディスク製造事業に関わるビジネスをソニーグループ

内の他のセグメントに移管したことにともなうセグメント間取引の減少、ならびにアルバムおよびシングルの売上が

前年同期に比べ減少したことによるものです。当上半期の売上に貢献した作品にはアンジェラ・アキの「Home」、

YUKIの「Wave」およびビヨンセの「B’Day」などがあります。 

 その他の営業利益が減少となったのは、前年同期にソニー厚生年金基金の代行返上益がSMEJを含むいくつかのビジ

ネスにおいて計上されていたことによるものです。この影響を除くと、主に米国のSMEIの音楽出版事業の売上高に対

するロイヤルティ支払い割合の改善、およびソネットにおける光ファイバーサービスの加入者の増加にともなう収入

の増加により、営業利益は増加しました。 

 SMEJの営業利益は、前記の代行返上益の影響に加え、売上が減少したことにより減益となりました。 

主要持分法適用会社の業績 

 以下の主要持分法適用会社の業績は、ソニーの連結財務諸表に直接連結されていません。しかしながらソニーは、

かかる開示が投資家の皆様にソニーのビジネス状況に関する有益な追加情報を提供するものと考えています。 

 SEMCの当上半期における売上高は、「ウォークマン」携帯電話、「サイバーショット」携帯電話などのヒット商品

が牽引したことなどにより、前年同期比1,516百万ユーロ（41％）増加の5,185百万ユーロとなりました。税引前利益

は前年同期比406百万ユーロ（171％）増加の644百万ユーロ、中間純利益は前年同期比262百万ユーロ（146％）増加

の441百万ユーロとなりました。この結果、ソニーの持分法による投資利益として320億円が計上されました。 

 ソニーBMGの当上半期における売上は、前年同期比７％減収の1,820百万米ドル、税引前損失は前年同期比23百万米

ドル拡大して104百万米ドル、中間純損失は前年同期比42百万米ドル拡大して120百万米ドルとなりました。税引前損

失には構造改革費用86百万米ドルが含まれています。この構造改革費用は、前年同期比50百万米ドル減少しました。

売上の減少および税引前損失の拡大は、音楽CD市場の継続的な縮小の影響などによります。この結果、ソニーの持分

法による投資損失として68億円が計上されました。 

為替変動とリスク・ヘッジ 

 当上半期の米ドル、ユーロに対する平均円レートは、それぞれ114.38円、144.44円と、前年同期の為替レートに比

べそれぞれ5.2％の円安、7.1％の円安となりました。「１ 業績等の概要」に記載されている前年同期の為替レート

を適用した場合のビジネスの状況は、円と現地通貨との間に為替変動がなかったものと仮定して、前年同期の月別平

均円レートを当上半期の月別現地通貨建て売上高、売上原価、販売費および一般管理費に適用して試算した売上高お

よび営業利益の増減状況を表しています。 

 映画分野においては、米国を拠点に全世界に子会社をもつSPEの業績を米ドルベースで一旦連結した後、円に換算

しています。したがって、SPEの業績については米ドルで分析しているため、一部の記述については「米ドルベー

ス」と特記してあります。なお、前年同期の為替レートを適用した場合の業績および米ドルベースでみた業績は、ソ

ニーの連結財務諸表には含まれておらず、米国会計原則にも則っていません。またソニーは、前年同期の為替レート

を適用した場合の業績開示が米国会計原則にもとづく開示に代わるものとは考えていません。しかしながらソニー

は、かかる開示が投資家の皆様にソニーの業績に関する有益な追加情報を提供するものと考えています。 

 ソニーの連結業績は、主に生産地と販売地の通貨が異なることから生ずる為替変動リスクにさらされています。こ

れらのリスクを軽減するため、ソニーは一貫したリスク管理方針に従い、先物為替予約、通貨オプション契約を含む

デリバティブを利用しています。ソニーが行っている先物為替予約および通貨オプション契約は、主に連結会社間の

外貨建て取引および外貨建て売上債権や買入債務から生じるキャッシュ・フローの為替変動によるリスクを低減する

ために利用されています。 

 ソニーは、総合的な財務サービスを当社およびその子会社に提供することを目的として、

Sony Global Treasury Services Plc（以下「SGTS」）をロンドンに設立しています。為替変動リスクにさらされて

いるすべての関係会社が、リスク・ヘッジのための契約をSGTSとの間で結ぶことがソニーの方針となっており、当社



およびそのほとんどの子会社はこの目的のためにSGTSを利用しています。SGTSに為替変動リスクを集中させることに

より、結果としてSGTSはソニーグループ全体の相殺後の為替変動リスクをヘッジすることになります。SGTSはグルー

プ外の信用の高い金融機関との間で外国為替取引を行っています。ほとんどの外国為替取引は、実際の輸出入取引が

行われる前の予定された取引や債権・債務に対して行われます。一般的には、実際の輸出入取引が行われる平均３ヵ

月前にヘッジを行っていますが、一部、製造・販売のサイクルが短い商品のように、ビジネス上の要請がある場合に

は、実際の輸出入取引が行われる１ヵ月前にヘッジを行っているものもあります。ソニーは金融機関との外国為替取

引を主にヘッジ目的のために行っています。金融分野においてALMコントロールおよび資産運用の一環として利用さ

れているデリバティブを除き、ソニーは売買または投機目的でこれらのデリバティブを利用していません。 

 キャッシュ・フローヘッジとして指定された先物為替予約や通貨オプション契約などを含むデリバティブの公正価

額変動は当初累積その他の包括利益に計上され、ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時点で損益に振替えられてい

ます。一方、ヘッジ会計の要件を満たさないその他の先物為替予約、通貨オプション契約等の公正価額変動は、直ち

にその他収益・その他費用に計上されています。当上半期末における先物為替予約、買建て通貨オプション、売建て

通貨オプションの想定元本等はそれぞれ１兆7,967億円、5,890億円、2,130億円となっています。 

(2)キャッシュ・フロー 

 以下の記述は、金融分野を除くソニー連結および金融分野のキャッシュ・フローを分けて分析しています。この分

析は米国会計原則において要求されているものとは異なりますが、金融分野はソニーのその他の分野とは性質が異な

るため、ソニーはこのような分析がキャッシュ・フローの理解に役立つものと考えています。 

金融分野を除くソニー連結 

 当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローについて、当上半期には純利益を計上しましたが、主として、エレ

クトロニクス分野およびゲーム分野において、年末商戦に向けて在庫が増加したことなどにより、1,912億円の支払

となりました。エレクトロニクス分野においては、液晶テレビや、PS3向け半導体の在庫が増加しました。 

 当上半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、ソニーのリテール事業６社を傘下におく持株会社スタイリング

ライフの株式51％の譲渡などを行う一方、エレクトロニクス分野において半導体の製造設備などの固定資産の購入

や、S-LCDへの第８世代液晶パネルの製造設備に関する出資の一部などを行った結果、2,175億円の支払となりまし

た。 

 上記の結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローの合計は4,087億円の支払

となりました。 

 当上半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーの発行およびシンジケートローンによる

資金調達を行った一方、普通社債の償還および配当金の支払いを行ったことなどにより、1,912億円の受取となりま

した。 

 以上の結果、為替相場変動による影響を加味した当上半期末の現金・預金および現金同等物残高は、前年度末比

2,216億円減少の3,639億円となりました。 

金融分野 

 当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、主にソニー生命での保有契約高の伸長などにともなう保険料収

入の増加により、1,218億円の受取となりました。 

 当上半期の投資活動によるキャッシュ・フローは、主に、ソニー生命が国内債券を中心に投資を行ったことなどか

ら、投資および貸付が、有価証券の償還、投資有価証券の売却および貸付金の回収を上回ったことにより、1,132億

円の支払となりました。 

 当上半期の財務活動によるキャッシュ・フローは、銀行ビジネスにおけるコールマネーの残高が減少したものの、

ソニー生命での契約者勘定の増加と銀行ビジネスにおける顧客預金の増加により、652億円の受取となりました。 

 以上の結果、当上半期末の現金・預金および現金同等物残高は、前年度末比738億円増加の1,914億円となりまし

た。 

（金融分野、金融分野を除くその他の分野、およびソニー連結の要約財務諸表：監査対象外） 

 金融分野はソニーの連結財務諸表に含まれています。以下の表は金融分野、金融分野を除くその他の分野、および

ソニー連結の要約財務諸表です（監査対象外）。この要約財務諸表はソニーの連結財務諸表の作成に用いられた米国

会計原則においては要求されていませんが、金融分野はソニーのその他の分野とは性質が異なるため、ソニーはこの

ような比較表示が連結財務諸表の理解と分析に役立つものと考えています。なお、以下のソニー連結の金額は、金融

分野と金融分野を除くその他のセグメント間の取引を相殺消去した後のものです。 



要約貸借対照表（監査対象外） 

  金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

  
2005年度 
上半期末 

2006年度 
上半期末 

2005年度 
上半期末 

2006年度 
上半期末 

2005年度 
上半期末 

2006年度 
上半期末 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資産             

流動資産 895,592 934,320 2,716,145 3,324,964 3,594,877 4,217,874 

現金・預金および現金

同等物 
187,269 191,438 393,931 363,892 581,200 555,330 

有価証券 503,946 468,256 4,071 3,076 508,017 471,332 

受取手形および売掛金

（貸倒・返品引当金控

除後） 

12,633 21,727 1,000,575 1,132,099 1,008,768 1,150,867 

その他 191,744 252,899 1,317,568 1,825,897 1,496,892 2,040,345 

繰延映画製作費 － － 343,998 370,905 343,998 370,905 

投資および貸付金 2,788,864 3,220,740 464,700 509,565 3,163,720 3,650,394 

金融分野への投資（取得

原価） 
－ － 187,400 187,400 － － 

有形固定資産 34,053 39,427 1,345,852 1,402,160 1,379,905 1,441,587 

その他の資産 507,019 487,678 1,106,129 1,021,756 1,525,814 1,462,885 

繰延保険契約費 384,917 389,695 － － 384,917 389,695 

その他 122,102 97,983 1,106,129 1,021,756 1,140,897 1,073,190 

  4,225,528 4,682,165 6,164,224 6,816,750 10,008,314 11,143,645 

負債および資本             

流動負債 820,236 876,023 2,302,948 2,617,881 3,094,628 3,443,155 

短期借入金(１年以内

に返済期限の到来する

長期借入債務を含む） 

70,862 67,548 311,405 329,624 367,973 359,573 

支払手形および買掛金 10,643 12,601 847,049 963,939 854,982 975,543 

銀行ビジネスにおける 

顧客預金 
591,540 682,717 － － 591,540 682,717 

その他 147,191 113,157 1,144,494 1,324,318 1,280,133 1,425,322 

固定負債 2,902,332 3,223,483 1,151,750 1,317,097 3,888,557 4,423,486 

長期借入債務 131,507 129,415 638,502 802,173 690,320 868,231 

未払退職・年金費用 13,641 13,222 208,274 156,445 221,915 169,667 

保険契約債務その他 2,598,208 2,880,479 － － 2,598,208 2,880,479 

その他 158,976 200,367 304,974 358,479 378,114 505,109 

少数株主持分 4,279 4,228 21,717 35,593 25,947 40,259 

資本 498,681 578,431 2,687,809 2,846,179 2,999,182 3,236,745 

  4,225,528 4,682,165 6,164,224 6,816,750 10,008,314 11,143,645 



要約損益計算書（監査対象外） 

要約キャッシュ・フロー計算書（監査対象外） 

 金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

 
2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

金融ビジネス収入 329,696 292,202 － － 318,691 280,738 

純売上高および営業収入 － － 2,965,256 3,322,377 2,961,076 3,317,677 

売上高および営業収入 329,696 292,202 2,965,256 3,322,377 3,279,767 3,598,415 

金融ビジネス費用および

営業費用 
267,727 263,056 2,960,116 3,345,971 3,211,794 3,592,200 

営業利益・損失(△) 61,969 29,146 5,140 △23,594 67,973 6,215 

その他の収益・費用(△) 

－純額 
23,234 64 17,813 28,400 40,313 21,691 

税引前利益 85,203 29,210 22,953 4,806 108,286 27,906 

法人税等その他 33,289 10,796 53,793 △17,026 87,081 △6,065 

中間純利益・損失(△) 51,914 18,414 △30,840 21,832 21,205 33,971 

 金融分野 
金融分野を除く 
その他の分野 

ソニー連結 

 
2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

2005年度 
上半期 

2006年度 
上半期 

科目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

営業活動から得た・営業

活動に使用した(△)現

金・預金および現金同等

物（純額） 

50,949 121,798 △91,879 △191,169 △40,897 △72,775 

投資活動に使用した現

金・預金および現金同等

物（純額） 

△261,946 △113,193 △145,119 △217,499 △414,668 △324,538 

財務活動から得た現金・

預金および現金同等物

（純額） 

138,895 65,203 97,066 191,164 243,531 253,617 

為替相場変動の現金・預

金および現金同等物に対

する影響額 

－ － 14,131 △4,072 14,131 △4,072 

現金・預金および現金同

等物純増加・減少(△)額 
△72,102 73,808 △125,801 △221,576 △197,903 △147,768 

現金・預金および現金同

等物期首残高 
259,371 117,630 519,732 585,468 779,103 703,098 

現金・預金および現金同

等物中間期末残高 
187,269 191,438 393,931 363,892 581,200 555,330 



２【生産、受注および販売の状況】 

ソニーの生産・販売品目は極めて多種多様であり、エレクトロニクス機器、家庭用ゲーム機やゲームソフト、音

楽・映像ソフト等は、その性質上、原則として見込生産を行っています。なお、ソニーはエレクトロニクス分野にお

いては、製品の在庫をほぼ一定の必要水準に保つように生産活動を行っていることから、生産状況は販売状況に類似

しています。このため生産および販売の状況については「１ 業績等の概要」におけるエレクトロニクス分野の業績

に関連付けて示しています。 

３【対処すべき課題】 

ソニーが直面する経営課題とそれに対するマネジメントの取り組み 

 ソニーの多くのビジネス分野においては、ブロードバンドの普及によるネットワークインフラの整備にともなう、

異業種からの参入により、競争が激化しています。また、特にエレクトロニクス分野において製品価格の低下が続い

ていることから、ソニーは引き続き厳しい状況に直面しています。 

 このような状況に対処するため、事業の絞込み、製品モデル数の削減、製造拠点の統廃合、間接部門の効率化、非

戦略資産の売却などの競争力向上と経営体質強化に向けた施策を実行しています。この再活性化プランは、社内外の

ステークホルダーの意見を取り入れ、策定したものです。これにより、ソニーは新しい組織体制のもと、構造改革な

らびに成長戦略をバランス良く組みあわせ、エレクトロニクス、ゲーム、エンタテインメントの３つのコア事業の競

争力強化に取り組んでいます。なかでも、特にエレクトロニクス事業の復活を最優先課題と認識しています。エレク

トロニクス事業においては重要分野の意思決定権限をエレクトロニクスCEOに集中する体制とするとともに、商品戦

略、技術、資材調達、生産、販売・マーケティングの重要領域において横断的な連携の仕組みを強化するなどの機構

改革を実施しました。成長戦略においては、エレクトロニクス事業のリソースを高精細（High Definition、以下

「HD」）映像関連商品群、モバイル商品群、およびこれらの商品の差異化につながる先端半導体、デバイスの開発・

製品化に集中的に投入し、競争力強化と収益性向上を目指しています。 

 このような、コスト削減の取り組みや成長への投資に加え、ソニーの各ビジネス分野は、各分野固有の課題にも取

り組んでいます。以下、経営陣が認識している各分野の課題とそれに対処するための取り組みについて説明します。

エレクトロニクス分野 

 エレクトロニクス分野は、全世界のコンスーマー向けオーディオ・ビジュアル商品の市場において確固たる地位を

築いていますが、ソニーの地位は新たなメーカーやディーラーの参入により以前にも増して脅威にさらされていま

す。これらの新規参入者は、エレクトロニクス業界におけるアナログ技術からデジタル技術へのシフトの恩恵によ

り、ソニーの地位を脅かしています。アナログ時代においては、エレクトロニクス製品の高度な機能は多様な部品を

複雑に組み合わせることで成り立っており、ソニーは長年の経験により、これらの部品の設計および生産において競

争上の優位性を持っていました。しかし、デジタル時代においては、高度な機能は半導体やその他の主要デジタルデ

バイスに集約されています。これらの半導体やデバイスは大量生産が可能なため、市場への新規参入者も簡単に入手

できるようになっており、以前は高いプレミアムのあった技術がより安価に手に入るようになったことで、コンスー

マー向けオーディオ・ビジュアル製品の価格低下が激化しています。ソニーはこのような状況に対処するため、製品

価格の低下に対応して製造コストなどを低減できるよう努力しています。また、ソニーは、製品の機能を強化し、消

費者に訴求する新たなアプリケーションや使用方法を通じて、多くの最終製品で価格プレミアムが維持できるよう努

めています。さらに、商品の差異化を図るため、社内において付加価値の高い半導体やその他の主要デジタルデバイ

スの開発を進めています。主要デバイスの内製化をさらに進めることにより、ソニーはそのようなデバイスにますま

す集中する傾向にある付加価値の取り込みを図っています。 

 半導体について、ソニーは、システムLSIやイメージセンサーを中心に設備投資を行っています。この製造設備で

作られる最先端の半導体には、コンピュータエンタテインメントシステム「プレイステーション ３」（以下

「PS3」）やデジタル家電での利用を想定した高性能プロセッサ（Cell）を中心としたシステムLSIが含まれていま

す。またソニーおよび㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント、IBM、東芝は、過去５年の間に、Cellプロセッ

サの設計、およびその製造を目的とした90、65ナノメートルプロセス技術を中心に共同で開発を進めてきました。さ

らに、ソニー、IBM、東芝の３社は2006年に共同開発契約を締結し、新たな５年間にわたる最先端半導体技術の研究

開発連携をスタートしました。 

 その他の主要デバイスについて、ソニーとSamsung Electronics Co., Ltd.（以下「サムスン電子社」）との韓国

拠点の合弁会社であるS-LCD Corporation（以下「S-LCD」）は、2005年４月に第７世代のアモルファスTFT液晶パネ

ル（1,870mm×2,200mm）の生産を開始、2005年10月以降は月産60,000枚の能力で生産し、2006年７月には生産能力を

月産75,000枚に増強しました。さらに2007年の年初をめどに生産能力を月産90,000枚に増強するための投資を決定し

ました。 

 また、2006年７月、ソニーおよびサムスン電子社は、S-LCDにおける第８世代のアモルファスTFT液晶パネル（約

2,200mm×約2,500mm）製造のための本契約を締結しました。総投資額は約19億米ドル、うちソニーの投資額はその約



50％を予定しており、2007年秋から月産50,000枚での量産稼動を目指しています。 

 ソニーは、最近のノートブック型コンピュータ（以下「ノートＰＣ」）の過剰発熱事故および自主回収に対するお

客様のご心配を払拭するために、ノートＰＣの一部に採用されているソニー製リチウムイオン電池セルを使用した電

池パックの自主交換プログラムを全世界で実施することといたしました。現時点での解析にもとづき、対象電池セル

の一部に微細な金属粒子が入った場合、ある稀な状況下において電池セルの内部で短絡（ショート）を起こし、場合

によっては過剰発熱や発火に至ることがあり、また、このような事象が発生する可能性は、ノートＰＣのシステム構

成の違いの影響を受けるものとソニーは考えております。この自主交換プログラムは、対象電池セルを使った全ての

ノートＰＣ用電池パックを対象にノートＰＣメーカー各社に対しご案内しています。今回のノートＰＣ用電池パック

の自主回収・自主交換に関しては、当上半期に512億円の一時的費用を計上しましたが、ソニーは、あらためて品質

問題をビジネスの最重要課題として位置づけ、品質と安全性のさらなる向上へ向けた取り組みを進め、再発の防止と

信頼の維持に全力を尽くしてまいります。 

ゲーム分野 

 ゲーム分野においては、「プレイステーション ２」（以下「PS２」）は2000年３月の日本国内発売から６年が経

過し、ビジネス規模が縮小していくことを見込んでいますが、ハードウェア、ソフトウェアともに引き続き全世界の

ゲーム市場で高いシェアを維持することに努めます。また、PSP®「プレイステーション・ポータブル」（以下

「PSP」）については、周辺機器の導入などにより、ソフトウェアと組み合わせた新しい楽しみ方を提案し、プラッ

トフォームのさらなる普及を推進します。また、2006年11月にはコンピュータエンタテインメントシステムPS３を日

本および米国などで発売しました。魅力的なソフトウェアラインアップを揃えることにより、PS３プラットフォーム

の立ち上げを推進していきます。なお、欧州におけるPS３の発売は、2007年3月を予定しています。 

映画分野 

 映画分野においては、ソニーは、激しい競争や広告宣伝費の上昇、違法デジタルコピーの増加に直面しています。

また、DVDフォーマットは９年が経過し、市場において成熟の兆しを見せています。ソニーは、これらの課題に対処

するため、ホーム・エンタテインメントにおける既存ならびにBlu-rayを含む新規フォーマット、およびデジタルダ

ウンロードなどの新しいプラットフォームを全世界に幅広くアピールし、幅広いジャンルの映画を配給していきま

す。 

金融分野 

 金融分野においては、過去数年間、ビジネスの拡大にともない資産が増大しており、金融分野がソニー全体の資産

の大きな部分（約42％）を占めるようになっています。資産規模の拡大に応じた資産運用およびリスクマネジメント

体制の強化、経営内容の開示の充実、および顧客一人ひとりに対する最適な金融サービスの提供を目的として、ソニ

ーは、2004年４月にソニーフィナンシャルホールディングス㈱（以下「SFH」）を設立しました。SFHは、ソニー生命

保険㈱（以下「ソニー生命」）、ソニー損害保険㈱（以下「ソニー損保」）、ソニー銀行㈱（以下「ソニー銀行」）

を傘下に置き、これらの事業の間の相乗効果を強めていくとともに、市場環境などを考慮の上、2007年度以降の最適

な時期に株式公開を行うべく準備を進めています。 

４【経営上の重要な契約等】 

 “プレイステーション ２”ハードウェアを含むソニーのDVDビデオプレーヤー機能付製品は、米国の

MPEG LA LLC、Dolby Laboratories Licensing CorporationおよびNissim Corp.とのライセンス契約にもとづきライ

センスを供与されている、DVDの規格に必要不可欠な技術に関する特許に大きく依存しています。 



５【研究開発活動】 

 ソニーは、2005年９月に発表した中期経営方針において、エレクトロニクス事業の復活を最優先課題として位置付

けています。技術力および商品力の強化は、エレクトロニクス事業の復活および今後の成長戦略を担う大きな要素で

あり、それを支える研究開発が、中長期的にも重要であり続けるとソニーは考えています。 

 重点領域として、ホーム/モバイルエレクトロニクス機器開発の共通基盤技術（プラットホーム）、製品の差異化

と付加価値の源泉となる半導体、デバイス技術、ソフトウェア技術について、集中的に研究開発を行っています。 

 この中期経営方針に基づき、研究開発の強化と効率向上の両面から研究所体制の再編を行いました。これまで独立

系研究所であったソニー中村研究所㈱の機能を2006年４月に、また㈱ソニー木原研究所の機能を2006年６月に、ソニ

ー・インテリジェンス・ダイナミクス研究所㈱の機能を2006年７月に、それぞれ当社へ移管しました。 

 2006年度上半期の連結研究開発費は、前年同期にくらべ131億円増加の2,629億円となりましたが、売上高（金融分

野を除く）に対する比率は前年同期の8.6％から8.0％へ減少しました。研究開発費の主な内訳をみると、エレクトロ

ニクス分野が15億円（0.7％）増加の2,109億円、ゲーム分野が91億円（22.6％）増加の494億円でした。エレクトロ

ニクス分野の研究開発費のうち約59％は、新製品の研究開発、残り約41%は半導体、通信、次世代ディスプレイなど

中長期を見据えた新技術の研究開発という内訳になっています。 

 世界規模で競争が激化する最先端の技術開発においては、開発投資のリスクを分散しながら開発のスピードを加速

するために他社との協業は欠かせません。ソニーは、2006年度上半期中に次のような協業のための新たな契約を締結

しました。 

· サムスン電子社と当社は、2006年７月、両社合弁で設立されたS-LCD㈱において、新たに第８世代と呼ばれるガラ

ス基板サイズ（約2,200mm×2,500mm）のアモルファスTFT液晶ディスプレイパネルの製造ラインを共同で敷設する

契約を締結しました。投資額は、およそ19億米ドル（1.8兆ウォン、約2,000億円）を予定しており、両社で折半し

ます。この製造ラインは、2007年秋の量産稼動を目指し、生産能力はガラス基板換算で５万枚／月を予定していま

す。両社は、この世界最大級となる第８世代液晶ディスプレイパネルの製造ラインを稼動させることにより、今後

ますます拡大が予想される50型クラスの液晶テレビ市場に向けた大型液晶パネルの生産を拡大するとともに、すで

に稼動している第７世代ラインのパネル生産能力増強と合わせ、安定した供給体制を構築します。 

· ブロードバンド接続機能を有するデジタルテレビ向けに共通のテレビポータルサービスを提供する事業会社を、

シャープ㈱、㈱東芝、㈱日立製作所、松下電器産業㈱、ソニーコミュニケーションネットワーク㈱および当社の６

社で、2006年６月、共同で設立することで基本合意しました。この事業会社は、ビデオ・オンデマンドなどの映像

配信サービスや各種の生活情報サービスなどを提供する事業者様に幅広くご参加いただくことで、ユーザーが安

心・安全・便利に利用できる、楽しく生活に役立つテレビ向けポータルサービスを提供する予定です。この事業会

社によるポータルサービス提供を通じて、他の５社とともにソニーは、ブロードバンド時代におけるテレビの新し

い楽しみ方を提案し、デジタルテレビの市場拡大と普及促進に貢献していきます。 

 なお、2006年度上半期の主な研究開発活動および成果には、以下のものがあげられます。 

· 『 HD for ALL 』をテーマに、加速する放送・制作環境におけるワークフローのHD(ハイ・デフィニション)化を

強力にバックアップする、幅広い制作機器や技術を、ソニーは2006年４月、米国ラスベガスで開催された国際放送

機器展「NAB（National Associations of Broadcasters）2006」において展示しました。ソニーは、これまで業界

を牽引してきた技術と経験を活かし、ニュース制作領域においては効率的なHDコンテンツ制作を実現する

“XDCAM” HDによってさらなるHD化の加速を、デジタルシネマ・CM制作領域においてはHDの最上位機種「HDCAM-SR

シリーズ」によって高品位なデジタルHD化への移行を、円滑かつ強力にサポートしていきます。 



· 高精細なデジタルHD映像の記録再生を可能にする８cmDVDディスクを用いた「AVCHD（エイブイシーエッチディ

ー）」と呼ばれるHDデジタルビデオカメラ規格の基本仕様を、松下電器産業㈱とソニーが、2006年５月策定し、

2006年７月からライセンスを開始しました。日本におけるBSデジタルハイビジョン放送および地上波デジタル放送

をはじめ、世界各国でHD放送の拡大が見込まれております。それにともない、HD対応のテレビ受像機も普及し、家

庭でHD映像を楽しむ環境がますます充実していきます。今後、両社は、本規格をHD時代に対応するHDデジタルビデ

オカメラ規格として、関連する業界に積極的に提案していきます。 

なお、AVCHD規格は、2006年９月に発売を開始したデジタルハイビジョンDVD“ハンディカム”『HDR-UX1』および

2006年10月に発売を開始したHDD“ハンディカム”『HDR-SR1』に採用されています。 

· “より高画質でリアルな映像を創造する” ことをコンセプトにした独自の映像信号処理技術“DRC（デジタル・

リアリティ・クリエーション）”を様々な画質が存在するデジタル放送時代にあわせ、ソニーは2006年５月、信号

の種類に応じて最適な1080p（プログレッシブ）高画質映像を創造する従来からの“DRC-MF v2”を新技術 “DRC-

MF v2.5（デジタル・リアリティ・クリエーション：マルチ・ファンクション）に進化をさせました。 

“DRC”は、SD信号（標準テレビ信号）からHD信号（ハイビジョン信号）のフォーマットに変換する技術として

1997年に開発されました。信号の補間処理で画素間の情報を埋めることで単純に画素数を増やす「線形補間方式」

とは異なり、SD信号とHD信号の相関特性を利用して質感や解像感を表現する細やかな信号を高度な演算処理で創造

するソニー独自の技術です。  

2004年には “DRC”のコンセプトをハイビジョン対応へと進化させて、ハイビジョンカメラで撮影された映像や放

送局などから送られてきたHD信号を元に、さらなる質感や解像感を表現する、よりリアルなHD信号を創り出す技術

として “DRC-MF v2”を開発し、商品に搭載してきました。今回の新技術“DRC-MF v2.5”はHD信号に対するクリ

エーションと歪み抑圧を実現する「デジタルマッピング処理」の性能をより一層向上させ、実物に近いリアルなHD

信号創造の改善、鮮鋭でリアルなプログレッシブ信号の創造、デジタル放送の高画質化の３つの特長を実現しまし

た。 

なお、この“DRC-MF v2.5”は、2006年９月から順次発売を開始した液晶テレビのフラッグシップモデルである

“BRAVIA＜ブラビア＞”X2500シリーズに搭載された新高画質回路“ブラビアエンジンプロ”の中核技術になって

います。 

· ボディ内蔵手ブレ補正機能と新開発有効1,020万画素CCDを搭載し、高画質撮影を実現したデジタル一眼レフカメ

ラ“α100”を、ソニーは2006年７月に発売しました。このカメラと同時に、高性能な『カール ツァイスレンズ』

『Gレンズ』を含むシリーズデジタル一眼レフカメラ用交換レンズ『ソニー レンズ』も発売しています。ソニー

は、デジタル一眼レフカメラ“α100”や「αマウントシステム」に準拠したコニカミノルタ製・ミノルタ製一眼レ

フカメラでも使用可能な、高性能な『カール ツァイスレンズ』および『Gレンズ』を含む21本の交換レンズおよび

関連アクセサリーを順次７月より発売しています。広角から望遠、マクロや魚眼レンズなど幅広いラインナップを

用意し、撮影する楽しみを広げていきます。また、全てのレンズのマウント部に「α」のブランドカラーであるシ

ナバーカラーを象徴的に配しています。 



第３【設備の状況】 

 ソニーは、多種多様な事業を国内外で行っており、有価証券報告書における「設備の状況」の記載にあたっては、

個々の設備ごとに開示する方法ではなく、事業の種類別セグメントごとの数値とともに主たる設備の状況を開示する

方法によっています。 

 また、半期報告書における「１ 主要な設備の状況」の記載にあたっては、2005年度末からの重要な異動について

個別会社ごと等に開示し、「２ 設備の新設、除却等の計画」にあたっては、2005年度末および2006年度上半期末時

点ではその設備の新設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定していないため、事業の種類別セグメントごと

の数値を開示する方法によっています。 

１【主要な設備の状況】 

 2006年度上半期において、主要な設備に重要な異動はありません。なお、2006年度上半期中の設備投資金額（有形

固定資産の増加額）については、「２ 設備の新設、除却等の計画」（注）５に記載しています。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 2005年度末現在における2006年度の設備投資（新設・拡充）計画は、2006年度上半期末現在において次のとおり変

更されています。なお計画数値は2006年度上半期に投資された金額（有形固定資産の増加額）を除いたものです。 

（注） 1 金額には消費税等は含まれていません。 

2 上記の設備投資額の支払いは、主として自己資金により賄う予定です。 

3 経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却は見込んでいません。 

4 2005年度末現在における計画に対する設備投資計画総額の変更はありません。 

 なお、上記の設備投資計画は、現在入手可能な情報から得られたソニーの経営者の判断にもとづいています。した

がって、これらの設備投資計画のみに全面的に依拠することは控えるようお願いします。実際の設備投資は、さまざ

まな重要な要素により、これら計画とは大きく異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

事業の種類別セグメントの名称 
2006年度 設備投資計画金額 

（百万円） 
設備等の主な内容・目的 

エレクトロニクス 179,700 
半導体や電子デバイスを中心とし

た生産設備投資 

ゲーム 20,300 
ネットワーク関連設備投資、金型

投資など 

映画 6,300 
デジタル化促進に伴うIT関連設備

投資など 

金融 2,100 
リース事業に伴うリース用資産の

購入、システム関連投資など 

その他 1,800 
インターネット関連サービス事業

におけるシステム関連投資など 

小計 210,200 － 

配賦不能 25,700  社屋ビルなど 

合計 235,900 － 



5 2006年度上半期における設備投資金額（有形固定資産の増加額）は以下のとおりです。 

（注）1 金額には消費税等は含まれていません。 

   2 上記の設備投資額の支払いは、主として自己資金により賄いました。 

事業の種類別セグメントの名称 
設備投資金額 
（百万円）  

設備等の主な内容・目的 

エレクトロニクス 203,161 
半導体や電子デバイスを中心とし

た生産設備投資 

ゲーム 9,722 
ネットワーク関連設備投資、金型

投資など 

映画 4,741 
デジタル化促進に伴うIT関連設備

投資など 

金融 3,940 
リース事業に伴うリース用資産の

購入、システム関連投資など 

その他 2,233 
インターネット関連サービス事業

におけるシステム関連投資など 

小計 223,797 － 

配賦不能  283  社屋ビルなど 

合計 224,080 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注） 1 東京証券取引所および大阪証券取引所については市場第一部に上場されています。 

 2 「提出日現在発行数」には、提出日の属する月（2006年11月）に新株予約権の行使（旧商法にもとづき発

行された転換社債の転換および新株引受権付社債の新株引受権の行使を含む。）により発行された株式数

は含まれていません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 3,600,000,000 

計 3,600,000,000 

種類 
上半期末現在発行数（株） 

（2006年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（2006年11月29日） 

上場証券取引所名また
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,002,100,164 1,002,102,164 

東京・大阪・ニューヨー

ク・ロンドン 

各証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 1,002,100,164 1,002,102,164 － － 



(2)【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定にもとづき新株予約権を発行しています。 

 ① 第１回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社

普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2002年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 11,943個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,194,300株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 5,396円 *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2003年12月９日から2012年12月８日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  5,396円 

１株当り資本組入額 2,698円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 第３回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社

普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2002年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 11,304個 *1 11,300個 *1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,130,400株 *2 1,130,000株 *2 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 36.57米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2003年４月１日から2013年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  36.57米ドル 

１株当り資本組入額 18.29米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



③ 第４回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社

普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2003年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 12,721個 *1 12,713個 *1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,272,100株 *2 1,271,300株 *2 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 4,101円 *3  同左 

新株予約権の行使期間 

2004年11月14日から2013年11月13日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  4,101円 

１株当り資本組入額 2,051円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



④ 第６回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2003年６月20日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 11,225個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,122,500株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 40.90米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2004年４月１日から2014年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格    40.90米ドル 

１株当り資本組入額  20.45米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



⑤ 第７回普通株式新株予約権 

（注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2004年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 13,865個 *1 13,857個 *1 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,386,500株 *2  1,385,700株 *2 

新株予約権の行使時の払込金額  １株当り 3,782円 *3  同左 

新株予約権の行使期間 

 2005年11月18日から2014年11月17日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

 １株当り発行価格  3,782円 

 １株当り資本組入額 1,891円 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

 ①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。  

 ②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

 ③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

 同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



    ⑥ 第９回普通株式新株予約権 

  （注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2004年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 9,876個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 987,600株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 40.34米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2005年４月１日から2015年３月31日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  40.34米ドル 

１株当り資本組入額 20.17米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、株主総

会決議および取締役会の決議にも

とづき、当社と対象者との間で締

結する新株予約権割当契約に定め

るところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



    ⑦ 第10回普通株式新株予約権 

  （注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、行使価額は次の

算式により調整され、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2005年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 11,241個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,124,100株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 4,060円 *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2006年11月17日から2015年11月16日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前休業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

 １株当り発行価格  4,060円 

 １株当り資本組入額 2,030円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 ①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。  

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



    ⑧ 第11回普通株式新株予約権 

  （注）*1 各新株予約権の目的となる株式の数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、当社が当社普

通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、付与株式数は次の算式により調整されるものとする。 

 調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

なお、かかる調整は当該調整が行われる時点において未行使の新株予約権にかかる付与株式数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

*2 注記１により、付与株式数が調整される場合には、調整後付与株式数に発行する新株予約権の総数を乗じた

数に調整されるものとする。 

*3 新株予約権の発行日後に、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合は、行使価額は次

の算式により調整され、調整の結果生じる１セント未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、行使価額は適切に

調整されるものとする。 

株主総会の特別決議日（2005年６月22日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権の数 13,575個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,357,500株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当り 34.14米ドル *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2005年11月18日から2015年11月17日

までとする。ただし、行使期間の最

終日が当社の休業日に当たるとき

は、その前営業日を最終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  34.14米ドル 

 １株当り資本組入額 17.07米ドル 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできな

いものとする。 

 ②当社を完全子会社とする株式交換

または株式移転が当社株主総会に

おいて承認されたときは、新株予

約権者は当該株式交換または株式

移転の日以降新株予約権を行使す

ることができない。 

 ③その他権利行使の条件は、当社株

主総会決議および取締役会の決議

にもとづき、当社と対象者との間

で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡については、当社

取締役会の承認を要するものとす

る。なお、上記新株予約権割当契約

にもとづき、新株予約権者は、新株

予約権の全部または一部の譲渡が禁

止される。 

同左 

代用払込みに関する事項  － － 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



当社は、平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定にもとづき新株予約権付社債を発行しています。 

⑨ 2008年満期ユーロ円建転換制限条項付転換社債型新株予約権付社債 

（注）*1 各新株予約権の行使により発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の

発行または移転を当社普通株式の「交付」という。）すべき当社普通株式数は、行使請求にかかる社債の発

行価額の総額を転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金に

よる調整は行わない。新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満

株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

*2 注記５により転換価額が調整される場合には、行使請求に係る社債の発行価額の総額を調整後転換価額で除

した数に調整されるものとする。 

執行役会の決議日（2003年12月１日） 

 
上半期末現在 

（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（2006年10月31日） 

新株予約権付社債の残高 250,000百万円 同左 

新株予約権の数 50,000個 *1 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 44,603,033株 *2 同左 

新株予約権の行使時の払込金額  ５百万円 *3 同左 

新株予約権の行使期間 

2004年１月28日から2008年12月４日における

新株予約権行使受付代理人の営業終了時まで

とする。 *4 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格および資本組入額 

１株当り発行価格  5,605円 *5 

１株当り資本組入額 2,803円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使はできないものと

する。 

②2007年12月18日以前の期間においては、新

株予約権付社債の所持人は、ある四半期の

初日から最終日までの期間において関連す

る預託日が行使期間内である場合で、か

つ、当該四半期の直前の四半期の最終の取

引日に終了する30連続取引日のうちいずれ

かの20取引日において、当社普通株式の終

値がその時に適用のある新株予約権の行使

に際して払込をなすべき１株当りの額（以

下「転換価額」という。）の110％を超える

場合に限って、新株予約権を行使すること

ができる。2007年12月19日以降の期間にお

いては、新株予約権付社債の所持人は、関

連する預託日が行使期間内である場合で、

かつ、当社普通株式の終値が少なくとも１

取引日においてその時に適用のある転換価

額の110％を超えた場合は、以降いつでも、

新株予約権を行使することができる。 

 ③その他権利行使の条件は、新株予約権付社

債の要項に定義されるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債

に付されたものであり、社債からの分離譲渡

はできない。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



*3 新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行価額5,000,000円と同額とする。 

*4 （１）当社が当社の選択により社債を繰上償還する場合には、償還日の東京における10営業日前の日におけ

る新株予約権行使受付代理人（新株予約権付社債の要項に定義される。）の営業終了時後、または、（２）

買入消却の場合は、当社が社債を消却した時または当社の子会社が社債を消却のために当社に交付した時よ

り後、または、（３）当社が社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日後は、それぞ

れ、新株予約権を行使することはできないものとする（ただし、関連する預託日（新株予約権付社債の要項

に定義される。）は、上記行使期間内であるものとし、かつ、いかなる場合においても、2008年12月４日よ

り後は新株予約権を行使することはできない。）。 

*5 当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行しまたは当社の保有する当社普通株式を処分

する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普

通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割または併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その

他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

旧転換社債等に関する事項は、次のとおりです。 

① 転換社債の残高、転換価格および資本組入額 

（注）*1 米貨建転換社債は、いずれも株価連動型のインセンティブ・プランとして米国の関係会社の役員・幹部社員

に対し割り当てることを目的として発行したものです。なお、2010年満期米貨建転換社債については額面総

額11,240千米ドルを、2011年満期米貨建転換社債については額面総額28,845千米ドルを、2006年満期米貨建

転換社債については額面総額1,366千米ドルを、2012年満期米貨建転換社債については額面総額29,515千米ド

ルを、それぞれ失権分として買入消却しました。 

*2 転換により発行する株式の１株当り発行価格（転換価格）に0.5を乗じた額で、その結果１円未満の端数が生

じるときはその端数を切り上げた額。 

*3 2006年満期米貨建転換社債は、2006年10月６日に満期償還されました。 

調整後転換価額  ＝ 調整前転換価額 × 

既発行株式数 ＋ 

発行または

処分株式数
×

１株当りの発行 

または処分価額 

 時価 

既発行株式数 ＋ 発行または処分株式数 

銘柄（発行日） 

上半期末現在 
（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2006年10月31日） 

転換社債残高 転換価格 資本組入額 転換社債残高 転換価格 資本組入額

2010年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2000年４月17日） 

46,091千米ドル 

（4,791百万円） 

円 銭 

13,220 00 
*2 

46,091千米ドル 

（4,791百万円） 

円 銭 

13,220 00 
*2 

2011年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2001年４月16日） 

48,211千米ドル 

（6,016百万円） 

円 銭 

8,814 00 
*2 

48,211千米ドル 

（6,016百万円） 

円 銭 

8,814 00 
*2 

2006年満期 

米貨建転換社債 *1 *3 

（2001年12月17日） 

23,466千米ドル 

（3,001百万円） 

円 銭 

5,952 23 
*2 － － － 

2012年満期 

米貨建転換社債 *1 

（2002年４月15日） 

37,781千米ドル 

（4,994百万円） 

円 銭 

6,931 00 
*2 

37,781千米ドル 

（4,994百万円） 

円 銭 

6,931 00 
*2 



② 新株引受権の残高、行使価格および資本組入額 

（注） 1 新株引受権付社債は、いずれも株価連動型のインセンティブ・プランとして同社債の新株引受権部分を当社

取締役等に対し支給することを目的として発行したものです。なお、各無担保新株引受権付社債は、失権分

として新株引受権の一部を消却したことにともない、新株引受権残高がそれぞれ468百万円および45百万円減

少しています。 

 *2 新株引受権の行使により発行する株式の１株当り発行価格（行使価格）に0.5を乗じた額で、その結果１円未

満の端数を生じるときはその端数を切り上げた額。 

*3 2006年満期1.55％利付第10回無担保新株引受権付社債は、2006年10月19日に満期償還されました。 

銘柄（発行日） 

上半期末現在 
（2006年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（2006年10月31日） 

新株引受権残高 行使価格 資本組入額 新株引受権残高 行使価格 資本組入額 

2006年満期1.55％利付 

第10回無担保 

新株引受権付社債 *3 

（2000年10月19日） 

11,490百万円 
円 銭 

12,457 00 
*2 － － － 

2007年満期0.9％利付 

第13回無担保 

新株引受権付社債 

（2001年12月21日） 

6,920百万円 
円 銭 

6,039 00 
*2 6,920百万円 

円 銭 

6,039 00 
*2 



(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）*1 転換社債の転換および新株予約権の行使 

2 当上半期の末日後、10月31日までの発行済株式総数、資本金等の状況 

（注）*1 新株予約権の行使 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

2006年４月１日～ 

2006年９月30日 *1 
420 1,002,100 1,069 625,194 1,069 831,735 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

2006年10月１日～ 

2006年10月31日 *1 
2 1,002,102 4 625,198 4 831,739 



(4)【大株主の状況】 

 （注）*1 ADR（米国預託証券）の受託機関であるJPMorgan Chase Bankの株式名義人です。 

*2 各社の所有株式は、すべて各社が証券投資信託等の信託を受けている株式です。 

*3 主として欧米の機関投資家の所有する株式の保管業務を行うとともに、当該機関投資家の株式名義人となっ

ています。 

4 Dodge & Coxから2005年10月14日付で大量保有報告書の変更報告書の写しが当社に送付され、2005年９月30日

現在、以下のとおり当社株式（ADRとしての保有分を含む。）を保有している旨の報告を受け、現在に至って

いますが、当社としては当上半期末現在における実質所有株式数の確認ができていません。 

  2006年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

Moxley and Company *1 

（常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行） 

アメリカ・ニューヨーク 

（東京都千代田区丸の内２－７－１）
143,393 14.31 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口） *2 
東京都中央区晴海１－８－11 41,973 4.19 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） *2 
東京都港区浜松町２－11－３ 40,159 4.01 

The Chase Manhattan Bank, N.A. London *3 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

イギリス・ロンドン 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
32,306 3.22 

State Street Bank and Trust Company *3 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

アメリカ・ボストン 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
25,250 2.52 

State Street Bank and Trust Company 505103 *3 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行） 

アメリカ・ボストン 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
16,870 1.68 

三菱UFJ信託銀行株式会社（信託口） *2 東京都千代田区丸の内１－４－５ 11,228 1.12 

住友信託銀行株式会社（信託B口） *2 

（常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社） 

大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 

（東京都中央区晴海１－８－11） 
10,320 1.03 

BNP Paribas Arbitrage, S.N.C. *3 

（常任代理人 ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会

社） 

フランス・パリ 

（東京都千代田区大手町１－７－２東

京サンケイビル） 

10,232 1.02 

Investors Bank and Trust Company (West) - 

Treaty *3 

（常任代理人 スタンダードチャータード銀行） 

アメリカ・ボストン 

（東京都千代田区永田町２－11－１山

王パークタワー21階） 

8,801 0.88 

計 ─ 340,533 33.98 

氏名または名称 所有株式数（千株） 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

Dodge & Cox 73,807 7.38 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が134,500株含

まれています。また、「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株

式に係る株式の議決権の数が1,345個含まれています。 

②【自己株式等】 

 （注）*1 株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が400株あり、当該株式数は上記

「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に400株含まれています。 

*2 共信テクノソニック株式会社は、当社の取引先等で構成される持株会（ソニー持株会 東京都品川区北品

川６－７－35）に加入しており、同持株会名義で当社株式600株を所有しています。 

  2006年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式

（自己株式等） 
－ － － 

議決権制限株式

（その他） 
－ － － 

完全議決権株式

（自己株式等） 
普通株式      791,200 － － 

完全議決権株式

（その他） 
普通株式    998,263,000 9,982,630 － 

単元未満株式 普通株式     3,045,964 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数        1,002,100,164 － － 

総株主の議決権 － 9,982,630 － 

  2006年９月30日現在

所有者の氏名また
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ソニー株式会社 

（自己保有株式） 

*1 

東京都品川区北品

川６－７－35 
778,000 － 778,000 0.08 

共信テクノソニ

ック株式会社 

（相互保有株式） 

*2 

東京都品川区西五

反田１－31－１ 
12,600 600 13,200 0.00 

計 － 790,600 600 791,200 0.08 



２【株価の推移】 

【当上半期における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

(1)取締役の状況 

該当事項はありません。 

(2)執行役の状況 

① 新任執行役 

該当事項はありません。 

② 退任執行役 

 該当事項はありません。 

③ 役職の異動 

月別 2006年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 6,200 5,750 5,240 5,320 5,360 5,180 

最低（円） 5,420 5,000 4,660 4,610 4,940 4,690 

新役名および職名 旧役名および職名 氏名 異動年月日 

代表執行役 

副社長 

コンスーマープロダクツ

グループ（テレビ・ビデ

オ事業、デジタルイメー

ジング事業、オーディオ

事業、コネクト事業、

VAIO事業）担当 

代表執行役 

副社長 

資材戦略、テレビ・ビデオ

事業担当 

井原 勝美 2006年10月１日

執行役 

副社長 

セミコンダクタ＆コンポ

ーネントグループ（半導

体事業、コンポーネント

事業）担当 

執行役 

EVP 

商品戦略、デジタルイメー

ジング事業、オーディオ事

業担当 

中川 裕 2006年10月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1999年(平成11年)

大蔵省令第24号）第81条の規定により、米国で一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式および作

成方法に準拠して作成しています。 

(2）当社の中間連結財務諸表は、各連結会社がその所在する国において一般に公正妥当と認められている企業会計

の基準に準拠して作成した個別財務諸表を基礎として、上記(1)の基準に合致するよう必要な修正を加えて作成し

ています。 

(3）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1977年(昭和52年)大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）にもとづいて作成しています。    

 なお、2005年度上半期（2005年４月１日から2005年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則にもとづ

き、2006年度上半期（2006年４月１日から2006年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則にもとづいて

作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、2005年度上半期（2005年４月１日から2005年９月30日まで）

の中間財務諸表については中央青山監査法人（現 みすず監査法人）により中間監査を受け、2005年度上半期

（2005年４月１日から2005年９月30日まで）の中間連結財務諸表、2006年度上半期（2006年４月１日から2006年９

月30日まで）の中間連結財務諸表および2006年度上半期（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の中間財務諸

表については、あらた監査法人により中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
2005年度上半期末 

（2005年９月30日） 
2006年度上半期末 

（2006年９月30日） 
2005年度末 

（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金・預金および
現金同等物 

    581,200 555,330   703,098 

２ 有価証券 
*4 
*6 

  508,017 471,332   536,968 

３ 受取手形および売
掛金 

    1,087,120 1,233,207   1,075,071 

４ 貸倒および返品引
当金 

    △78,352 △82,340   △89,563 

５ 棚卸資産     805,856 1,152,646   804,724 

６ 繰延税金     138,160 251,374   221,311 

７ 前払費用およびそ
の他の流動資産 

    552,876 636,325   517,915 

流動資産合計     3,594,877 35.9 4,217,874 37.9   3,769,524 35.5

Ⅱ 繰延映画製作費     343,998 3.4 370,905 3.3   360,372 3.4

Ⅲ 投資および貸付金           

１ 関連会社に対する
投資および貸付金 

    263,524 339,702   285,870 

２ 投資有価証券その
他 

*4   2,900,196 3,310,692   3,234,037 

投資および貸付金
合計 

    3,163,720 31.6 3,650,394 32.8   3,519,907 33.2

Ⅳ 有形固定資産           

１ 土地     181,130 172,242   178,844 

２ 建物および構築物     936,291 939,040   926,783 

３ 機械装置およびそ
の他の有形固定資
産 

    2,304,687 2,437,235   2,327,676 

４ 建設仮勘定     90,822 93,568   116,149 

      3,512,930 3,642,085   3,549,452 

５ 減価償却累計額     △2,133,025 △2,200,498   △2,160,905 

有形固定資産合計     1,379,905 13.8 1,441,587 12.9   1,388,547 13.1

Ⅴ その他の資産           

１ 無形固定資産     192,688 213,422   207,034 

２ 営業権     291,021 300,627   299,024 

３ 繰延保険契約費     384,917 389,695   383,156 

４ 繰延税金     205,019 159,563   178,751 

５ その他     452,169 399,578   501,438 

その他の資産合計     1,525,814 15.3 1,462,885 13.1   1,569,403 14.8

資産合計     10,008,314 100.0 11,143,645 100.0   10,607,753 100.0 

            

 



    
2005年度上半期末 

（2005年９月30日） 
2006年度上半期末 

（2006年９月30日） 
2005年度末 

（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債および資本の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金 *9   202,882 247,953   142,766 

２ １年以内に返済期
限の到来する長期
借入債務 

*9   165,091 111,620   193,555 

３ 支払手形および買
掛金 

    854,982 975,543   813,332 

４ 未払金・未払費用     756,985 908,378   854,886 

５ 未払法人税および
その他の未払税金 

    33,211 26,810   87,295 

６ 銀行ビジネスにお
ける顧客預金 

    591,540 682,717   599,952 

７ その他     489,937 490,134   508,442 

流動負債合計     3,094,628 30.9 3,443,155 30.9   3,200,228 30.2

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入債務 *9   690,320 868,231   764,898 

２ 未払退職・年金費
用 

    221,915 169,667   182,247 

３ 繰延税金     143,793 238,021   216,497 

４ 保険契約債務その
他 

    2,598,208 2,880,479   2,744,321 

５ その他     234,321 267,088   258,609 

固定負債合計     3,888,557 38.9 4,423,486 39.7   4,166,572 39.3

負債合計     6,983,185 69.8 7,866,641 70.6   7,366,800 69.5

Ⅲ 少数株主持分     25,947 0.3 40,259 0.4   37,101 0.3

            

Ⅳ 資本           

１ 資本金           

子会社連動株式     3,924 0.0 － －   － －

普通株式     617,800 6.2 625,194 5.6   624,124 5.9

２ 資本剰余金     1,134,304 11.3 1,139,185 10.2   1,136,638 10.7

３ 利益剰余金     1,512,723 15.1 1,620,312 14.5   1,602,654 15.1

４ 累積その他の包括
利益 

          

(1) 未実現有価証券
評価益 

*4   95,643 79,115   100,804 

(2) 未実現デリバテ
ィブ評価益・損
（△） 

    △1,758 △3,075   △2,049 

(3) 最小年金債務調
整額 

    △58,598 △42,471   △39,824 

(4) 外貨換算調整額     △301,943 △178,188   △215,368 

累積その他の包
括利益合計 

    △266,656 △2.7 △144,619 △1.3   △156,437 △1.5

５ 自己株式           

子会社連動株式     △0 △0.0 － －   － －

普通株式     △2,913 △0.0 △3,327 △0.0   △3,127 △0.0

資本合計     2,999,182 29.9 3,236,745 29.0   3,203,852 30.2

契約債務および
偶発債務 

*9         

負債および資本
合計 

    10,008,314 100.0 11,143,645 100.0   10,607,753 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高および営業収
入 

          

１ 純売上高   2,915,146   3,267,083 6,692,776   

２ 金融ビジネス収入   318,691   280,738 720,566   

３ 営業収入   45,930 3,279,767 100.0 50,594 3,598,415 100.0 97,255 7,510,597 100.0 

Ⅱ 売上原価、販売費・
一般管理費およびそ
の他の一般費用 

          

１ 売上原価   2,276,579   2,498,491 5,151,397   

２ 販売費および一般
管理費 

  649,755   833,137 1,527,036   

３ 金融ビジネス費用   256,865   251,574 531,809   

４ 資産の除売却損お
よび減損 (純額) 

*11 28,595 3,211,794 97.9 8,998 3,592,200 99.8 73,939 7,284,181 97.0

Ⅲ 営業利益     67,973 2.1 6,215 0.2   226,416 3.0

Ⅳ その他の収益           

１ 受取利息および受
取配当金 

  10,843   11,942 24,937   

２ 投資有価証券売却
益（純額） 

  6,400   4,452 9,645   

３ 子会社および持分
法適用会社の持分
変動にともなう利
益 

  38,531   20,075 60,834   

４ その他   10,826 66,600 2.0 10,431 46,900 1.3 23,039 118,455 1.6

Ⅴ その他の費用           

１ 支払利息   11,981   11,385 28,996   

２ 投資有価証券評価
損 

  2,944   750 3,878   

３ 為替差損（純額）   1,066   3,494 3,065   

４ その他   10,296 26,287 0.8 9,580 25,209 0.7 22,603 58,542 0.8

Ⅵ 税引前利益     108,286 3.3 27,906 0.8   286,329 3.8

Ⅶ 法人税等           

１ 当中間（年度）分   9,625   21,791 96,400   

２ 繰延税額   67,569 77,194 2.4 △4,575 17,216 0.5 80,115 176,515 2.3

Ⅷ 少数株主損益および
持分法による投資損
益前利益 

    31,092 0.9 10,690 0.3   109,814 1.5

Ⅸ 少数株主利益・損失
（△）  

    △1,808 △0.1 62 0.0   △626 △0.0

Ⅹ 持分法による投資利
益・損失（△） 

    △11,695 △0.4 23,343 0.6   13,176 0.2

XI  中間（当期）純利益 

 
    21,205 0.6 33,971 0.9   123,616 1.7



  
注記
番号

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

普通株式   

基本的１株当り金額 *8 

中間（当期）純利益   19.95 円 33.93 円  122.58 円 

希薄化後１株当り金額 *8 

中間（当期）純利益   19.01 円 32.36 円  116.88 円 

１株当り中間（年間）配当
金 

  12.50 円  12.50 円  25.00 円 

  
注記
番号

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

子会社連動株式   

基本的１株当り中間（当
期）純利益 

*8 430.74 円 -  - 



③【中間連結剰余金計算書および中間連結資本変動表】 

 [中間連結剰余金計算書] 

    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,134,222 1,134,222

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  １ 新株予約権の行使   16 932

２ 転換社債の株式への
転換 

  － 1,484

３ 株式にもとづく報酬   66 82 － 2,416

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,134,304 1,136,638

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,506,082 1,506,082

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   21,205 21,205 123,616 123,616

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   12,456 24,968

２ 自己株式処分差損   1,349 1,296

３ 新株発行費   759 14,564 780 27,044

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,512,723 1,602,654



 [中間連結資本変動表] 

 当中間連結会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

資本金 
（百万円） 

資本剰余金
（百万円） 

利益剰余金
（百万円） 

累積その他
の包括利益 
（百万円） 

自己株式
（百万円） 

合計 
（百万円） 

2006年３月31日現在残高  624,124 1,136,638 1,602,654 △156,437 △3,127 3,203,852 

１ 新株予約権の行使  478 478  956 

２ 転換社債の株式への転換 592 592  1,184 

３ 株式にもとづく報酬   1,472  1,472 

４ 包括利益       

(1)中間純利益    33,971  33,971 

(2)会計原則変更による累積影響額
（税効果考慮後） 

＊3    △3,785  △3,785 

(3)その他の包括利益（税効果考慮
後） 

     

未実現有価証券評価益       

当中間発生額    △14,034  △14,034 

控除：中間純利益への組替額    △7,655  △7,655 

未実現デリバティブ評価益       

当中間発生額    △3,112  △3,112 

控除：中間純利益への組替額    2,086  2,086 

最小年金債務調整額    △2,647  △2,647 

外貨換算調整額       

当中間発生額    37,180  37,180 

包括利益合計     42,004 

５ 新株発行費（税効果考慮後）    △11  △11 

６ 配当金    △12,517  △12,517 

７ 自己株式の取得    △226 △226 

８ 自己株式の売却    5 26 31 

2006年９月30日現在残高  625,194 1,139,185 1,620,312 △144,619 △3,327 3,236,745 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 中間（当期）純利益   21,205 33,971 123,616

２ 営業活動から得た
（営業活動に使用し
た）現金・預金およ
び現金同等物（純
額）への中間（当
期）純利益の調整 

  

(1) 有形固定資産の減
価償却費および無
形固定資産の償却
費（繰延保険契約
費の償却を含む） 

  181,416 184,919 381,843

(2) 繰延映画製作費の
償却費 

  170,624 148,714 286,655

(3) 退職・年金費用
（支払額控除後） 

  △3,503 △8,479 △7,563

(4) 厚生年金基金代行
部分返上益（純
額） 

  △73,472 ― △73,472

(5) 資産の除売却損お
よび減損（純額） 

  28,595 8,998 73,939

(6) 投資有価証券売却
益および評価損
（純額） 

  △3,456 △3,702 △5,767

(7) 金融ビジネスにお
ける売買目的有価
証券の評価損益
（純額） 

  △17,394 3,864 △44,986

(8) 子会社および持分
法適用会社の持分
変動にともなう利
益 

  △38,531 △20,075 △60,834

(9) 繰延税額   67,569 △4,575 80,115

(10) 持分法による投
資利益(△)・損失
(純額)(受取配当
金相殺後) 

  12,443 △21,987 9,794

(11)資産および負債の
増減 

  

受取手形および売
掛金の増加
（△）・減少 

  △22,704 △154,431 17,464

棚卸資産の増加   △158,851 △338,190 △164,772

繰延映画製作費の
増加 

  △218,406 △157,992 △339,697

支払手形および買
掛金の増加・減少
（△） 

  39,971 159,742 △9,078

 



    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

未払法人税および
その他の未払税金
の増加・減少
（△） 

  △22,790 △49,918 29,009

保険契約債務その
他の増加 

  62,113 76,270 143,122

繰延保険契約費の
増加 

  △32,080 △30,152 △51,520

金融ビジネスにお
ける売買目的有価
証券の増加
（△）・減少 

  △13,216 18,874 △35,346

その他の流動資産
の増加 

  △58,603 △26,462 △8,792

その他の流動負債
の増加 

  18,029 37,034 105,865

(12) その他   20,144 70,802 △49,737

営業活動から得た
（営業活動に使用
した）現金・預金
および現金同等物
（純額） 

  △40,897 △72,775 399,858

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 固定資産の購入   △234,310 △258,061 △462,473

２ 固定資産の売却   9,978 25,098 38,168

３ 金融ビジネスにおけ
る投資および貸付 

  △712,454 △470,577 △1,368,158

４ 投資および貸付（金
融ビジネス以外） 

  △15,217 △32,751 △36,947

５ 金融ビジネスにおけ
る有価証券の償還、
投資有価証券の売却
および貸付金の回収 

  471,167 374,782 857,376

６ 有価証券の償還、投
資有価証券の売却お
よび貸付金の回収
（金融ビジネス以
外） 

  16,873 4,139 24,527

７  子会社および持分法
適用会社株式の売却
による収入 

  49,578 32,165 75,897

８ その他   △283 667 346

投資活動に使用し
た現金・預金およ
び現金同等物（純
額） 

  △414,668 △324,538 △871,264

 



    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 長期借入   121,280 125,047 246,326

２ 長期借入金の返済   △115,563 △103,479 △138,773

３ 短期借入金の増加・
減少（△） 

  101,073 187,021 △11,045

４ 金融ビジネスにおけ
る顧客預り金の増加 

  116,856 142,793 190,320

５ 銀行ビジネスにおけ
るコールマネーおよ
び売渡手形の増加・
減少（△） 

  31,500 △87,700 86,100

６ 配当金の支払   △12,368 △12,514 △24,810

７ 子会社の株式発行に
よる収入 

  518 1,788 6,937

８ その他   235 661 4,809

財務活動から得た
現金・預金および
現金同等物（純
額） 

  243,531 253,617 359,864

Ⅳ 為替相場変動の現金・
預金および現金同等物
に対する影響額 

  14,131 △4,072 35,537

Ⅴ 現金・預金および現金
同等物純減少額 

  △197,903 △147,768 △76,005

Ⅵ 現金・預金および現金
同等物期首残高 

  779,103 703,098 779,103

Ⅶ 現金・預金および現金
同等物中間期末（期
末）残高 

  581,200 555,330 703,098

    
 



    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

補足情報   

６ヶ月間（１年間）の現
金支払額 

  

法人税等   35,317 63,654 70,019

支払利息   8,374 8,670 24,651

現金支出をともなわない
投資および財務活動 

  

キャピタルリース契約
による資産の取得 

  6,935 9,073 19,682



中間連結財務諸表注記 

１ 会計処理の原則および手続ならびに中間連結財務諸表の表示方法 

 当社は、1961年６月、米国証券取引委員会(Securities and Exchange Commission、以下「SEC」)に米国預託証券

(American Depositary Receipt)の発行登録を行い、1970年９月、ニューヨーク証券取引所に上場しています。前述の

経緯により、当社は米国1934年証券取引法第13条(Section 13 of the Securities Exchange Act of 1934)にもとづく

継続開示会社となり、年次報告書(Annual report on Form 20-F)をSECに対し提出しています。 

当社の中間連結財務諸表は、米国預託証券の発行に関して要請されている会計処理の原則および手続ならびに表示方

法、すなわち、会計調査公報、会計原則審議会意見書および財務会計基準書等、米国において一般に公正妥当と認めら

れた会計基準による用語、様式および作成方法(以下「米国会計原則」)によって作成されています。なお、当社は四半

期決算を実施し、各四半期の連結財務諸表を開示していますが、この中間連結財務諸表は中間連結会計期間を一会計年

度とみなし作成されています。当社および連結子会社(以下「ソニー」)が採用している会計処理の原則および手続なら

びに中間連結財務諸表の表示方法のうち、日本における会計処理の原則および手続ならびに表示方法と異なるもので重

要性のあるものは以下のとおりです。ほとんどの違いは国内会社の会計処理によるもので、そのうち金額的に重要な修

正および組替項目については、米国会計原則による税引前利益に含まれる影響額を括弧内に表示しています。 

(1) リース会計 

 米国財務会計基準書（Statement of Financial Accounting Standards、以下「基準書」）第13号にもとづき、リ

ース取引の契約内容が一定のキャピタル・リースの条件に該当する場合には、最低リース料支払総額の現在価値また

はリース資産の公正価額を、有形固定資産およびキャピタル・リース未払金に計上しています。当該資産が償却資産

の場合は、リース期間または見積耐用年数にわたり減価償却をしています。また、リース料支払額とキャピタル・リ

ース未払金の取崩額との差額は支払利息に計上しています。 

(2) デリバティブ 

 従来、基準書第133号にもとづき、保有する転換社債に組み込まれる株式転換権は、転換社債から分離して個別に

認識し、その公正価額変動を損益に計上していましたが、2006年４月１日より基準書第155号を早期適用し、これに

もとづき転換社債と株式転換権を一体として評価し、その公正価額変動を損益に計上しています。（2005年度上半

期 12,371百万円の利益、2006年度上半期 16,218百万円の損失、2005年度 58,797百万円の利益） 

(3) 保険事業の会計 

 新規保険契約の獲得に関連し、かつそれに応じて変動する費用のうち、回収できると認められるものについては繰

り延べています。伝統的保険商品に関する繰延費用は、基準書第60号にもとづき、保障債務の計算と共通の基礎数値

を用いて関連する保険契約の保険料払込期間にわたり償却されます。上記以外の保険商品に関する繰延費用は、基準

書第97号にもとづき、見積期間にわたり当該保険契約の見積粗利益に比例して償却されます。なお、日本においては

これらの費用は、発生年度の期間費用として処理しています。（2005年度上半期 10,097百万円の利益、2006年度上

半期 7,973百万円の利益、2005年度 21,505百万円の利益）米国基準上、保険契約債務は保険数理上の諸数値にもと

づく平準純保険料式により計算していますが、日本においては行政監督庁の認める方式により算定しています。

（2005年度上半期 9,390百万円の利益、2006年度上半期 19,366百万円の利益、2005年度 57,535百万円の利益） 

(4) 営業権およびその他の無形固定資産 

 基準書第142号にもとづき、営業権および耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせず、年一回および減損

の可能性を示す事象が発生した時点で減損の判定を行っています。（2005年度上半期 8,554百万円の利益、2006年度

上半期 8,600百万円の利益、2005年度 17,640百万円の利益） 

(5) 未払退職・年金費用 

 基準書第87号にもとづき、未払退職・年金費用の計上において、最小年金債務を考慮しています。また、基準書第

87号適用開始時差額は適用開始時における平均残存勤務年数により定額償却していますが、日本国内基準で作成され

る当社および国内子会社の財務諸表では、退職給付にかかる会計基準適用にともなう変更時差異は15年以内の一定の

年数にわたり償却しています。 

 発生問題専門委員会（Emerging Issues Task Force、以下「EITF」）の発行したEITF第03-２号「日本の厚生年金

基金代行部分返上についての会計処理（Accounting for the Transfer to the Japanese Government of  

the Substitutional Portion of Employee Pension Fund Liabilities）」は、代行部分にかかる給付債務および関

連年金資産の政府への返上が完了した時点を、段階的に実施される単一の清算取引が完了した時点とし、事業主に対

して、当該返上の完了時点で全体の制度から代行部分を分離する全ての手続を清算として会計処理することを要求し



ています。日本国内基準で作成された当社および国内子会社の財務諸表では、過去勤務期間にかかる給付の支払義務

の免除申請が認可された2004年度に代行返上益を計上していましたが、連結財務諸表においては、EITF第03-２号に

もとづき、代行部分に関する従業員の過去勤務期間にかかる給付の支払義務および最低責任準備金を政府に返上した

2005年９月に代行返上益を計上しました。（2005年度上半期 73,472百万円の利益、2005年度 73,472百万円の利益）

(6) 資本の部の表示方法 

 米国証券取引委員会の定める規則S-X（Regulation S-X）にもとづき、資本の部における各項目を表示していま

す。また、少数株主持分は、負債の部と資本の部の中間に独立の科目として表示しています。 

(7) 新株引受権 

 会計原則審議会意見書（Accounting Principles Board Opinion、以下「APB」）第14号にもとづき、分離型新株引

受権付社債についてはその発行価額を発行時の公正価額を基礎として新株引受権に対応する額と、社債に対応する額

に区分しています。新株引受権に対応する額は、新株引受権の行使の有無にかかわらず、資本剰余金として表示して

います。 

  (8) 株式を基礎とした報酬の会計処理 

  ソニーは、2006年４月１日に基準書第123号改訂版を適用しました。ソニーは、基準書第123号改訂版で規定されて

いる移行措置のうち、修正プロスペクティブ法を選択しており、行使可能となっていない新株予約権に対する報奨費

用は、必要となる役務の提供に応じ、適用を開始した事業年度以降、認識しています。 

  

(9) 新株発行費 

 新株発行費は、資本勘定の控除項目として処理することが米国の慣行であることから、これを費用として処理せ

ず、税効果考慮後の額を利益剰余金から直接控除しています。 

(10) 持分法による投資損益の会計処理区分 

 Regulation S-Xにもとづき、持分法による投資損益については「少数株主損益、持分法による投資損益および会計

原則変更による累積影響額前利益」の後に区分して表示しています。（2005年度上半期 11,695百万円の利益、2006

年度上半期23,343百万円の損失、2005年度13,176百万円の損失） 

(11) 変動持分事業体の連結 

 FASB改訂解釈指針第46号「変動持分事業体の連結 - 会計調査公報（以下「ARB」）51号の解釈

（Consolidation of Variable Interest Entities - an Interpretation of ARB No. 51）」にもとづき、変動持分

事業体（以下「VIE」）とされる事業体のうち、ソニーがその主たる受益者であると判定されたVIEを連結していま

す。 

(12) セグメント情報 

 基準書第131号にもとづき、ビジネスセグメントおよび地域（顧客の所在国）別情報を開示しています。この情報

に加えて、出荷事業所の所在地別の売上高、営業収入および営業利益を証券取引法による開示要求を考慮して開示し

ています。 



２ 営業活動の内容 

 ソニーは、さまざまなエレクトロニクス製品・部品を一般消費者および産業向けに開発、設計、製造、販売している

ほか、家庭用ゲーム機およびゲームソフトの開発、制作、製造、販売を行っています。ソニーの主要な生産施設は日

本、米国、欧州、アジアにあります。エレクトロニクス製品は世界全地域、ゲーム製品は主に日本、米国および欧州に

おいて、販売子会社および資本関係のない各地の卸売り業者ならびにインターネットによる直接販売により販売されて

います。ソニーは映画、ビデオソフトおよびテレビ番組を含む映像ソフトの企画、製作、製造、販売、配給、放映を行

っています。またソニーは、日本の生命保険子会社および損害保険子会社を通じた保険事業、日本のインターネット銀

行子会社を通じた銀行ビジネス、日本におけるリースおよびクレジットファイナンス事業などの金融ビジネスに従事し

ています。以上に加え、ソニーはあらゆるフォーマット、ジャンルの音楽ソフトの企画、制作、製造、販売、インター

ネット関連サービス事業を含むネットワークサービス事業、アニメーション作品の制作・販売事業および日本の広告代

理店事業などに従事しています。 

３ 主要な会計方針の要約 

(1) 新会計基準の適用 

     株式を基礎とした報酬の会計処理 

  2004年12月、FASBは基準書第123号「株式を基礎とした報酬の会計処理（Accounting for Stock-         

Based Compensation）」の改訂版（株式を基礎とした報酬－基準書第123号改訂版）を公表しました。この基準書

は、株式を基礎とした報酬の会計処理を公正価値にもとづく評価方法によることを要求し、APB第25号で規定された

本源的価値にもとづく評価方法を廃止するものです。限定的な例外を除き、基準書第123号改訂版は株価連動型報奨

制度にかかる費用を付与日の公正価値にもとづいて測定し、役務の提供を受けた期間にわたって費用化することを求

めています。ソニーは、従来、APB第25号およびその関連する解釈指針で規定された本源的価値にもとづく評価方法

により会計処理しており、仮に株価連動型報奨制度にかかる費用を、基準書第123号が規定する方法により、付与日

の公正価値にもとづいて認識した場合の普通株式に配分される当期純利益および1株当り利益（EPS）を開示していま

した。ソニーは、2006年４月１日に基準書第123号改訂版を適用しました。ソニーは、基準書第123号改訂版で規定さ

れている移行措置のうち、修正プロスペクティブ法を選択しており、行使可能となっていない新株予約権に対する報

奨費用は、必要となる役務の提供に応じ、適用を開始した事業年度以降、認識されます。基準書第123号改訂版を適

用した結果、2006年度上半期におけるソニーの営業利益は1,397百万円減少しました。 

  

   棚卸資産費用 

   2004年11月、FASBは基準書第151号「棚卸資産費用－ARB第43号第４章の修正（Inventory Costs, an amendment  

    of Accounting Research Bulletin（"ARB"）No.43, Chapter４）」を公表しました。この基準書は、特定の異常な 

    費用については当期の費用として認識することを要求しています。また、固定製造間接費の加工費への按分に関 

    し、通常の状態における生産設備の操業度をもとに行うことも要求しています。基準書第151号は2005年６月16日以 

    降開始する事業年度において適用されます。ソニーは2006年４月１日に基準書第151号を適用しました。基準書第151

  号を適用したことによるソニーの業績および財政状態への影響は軽微です。 

  

   複合金融商品の会計処理 

 2006年２月、FASBは基準書第155号「特定の複合金融商品の会計処理 （Accounting for Certain Hybrid  

Financial Instruments）」を基準書第133号および第140号の修正として公表しました。この基準書は、基準書第133

号のもとで分離して個別に会計処理することが必要とされる組込デリバティブを内包するあらゆる複合金融商品につ

いて、その複合金融商品全体に対して公正価値による会計処理を適用する選択肢を認めています。公正価値評価方法

の選択は、個別の金融商品ごとに認められ、一度選択した評価方法は変更することができません。この基準書は、

2006年９月16日以降に開始する会計年度の期首以降に取得、発行、あるいは再評価が必要になった金融商品について

適用となり、期中においていかなる財務諸表も開示されていない場合は、期首に遡って早期適用が可能です。ソニー

は2006年４月１日に基準書第155号を早期適用しました。基準書第155号を適用した結果、2006年度上半期におけるソ

ニーの営業利益は53百万円増加しました。また、2006年４月１日において3,785百万円の損失（税効果2,148百万円控

除後）を期首剰余金に対する累積影響額の調整として計上しました。 

  



(2)主要な会計方針 

１ 連結の基本方針ならびに関連会社に対する投資の会計処理 

 ソニーの連結財務諸表は、当社、当社が過半数の株式を所有する子会社の勘定、ソニーが支配力を有するジェネラ

ル・パートナーシップおよびソニーを主たる受益者とする全ての変動持分事業体を含んでいます。連結会社間の取引

ならびに債権債務は、すべて消去しています。ソニーが支配力を有しないものの、一般に20％以上50％以下の持分比

率を通じて営業または財務の方針に重要な影響力を行使しうる会社に対する投資には、持分法を適用しています。ま

た、支配力を有しないジェネラル・パートナーシップおよびリミテッド・パートナーシップに対する投資について

も、持分法を適用しています。持分法適用会社に対する投資には、未分配損益に対するソニーの持分額を取得価額に

加減算した金額を計上しています。連結当期純利益は、これらの会社の当年度の純利益・損失に対するソニーの持分

額から未実現内部利益を控除した金額を含んでいます。個別の投資の価値が下落し、その下落が一時的でないと判断

される場合には、公正価額まで評価減しています。 

 連結子会社あるいは持分法適用会社は、公募、第三者割当、あるいは転換社債の転換によりソニーの当該会社に対

する１株当りの持分額を超える、あるいは下回る価格で、第三者に対して株式を発行することがあります。そのよう

な取引に関して、株式売却がソニーの企業再編にともなって行われるものではなく、また新株発行の際に当該株式の

再購入が計画されていない場合、認識されるソニーの持分の増減額は、その持分の変更があった年度の損益として計

上しています。一方、株式売却がソニーの企業再編の一環として行われ、新株発行の際に当該株式の再購入が計画さ

れる、あるいはその利益の実現が合理的に見込まれない場合（例：事業体が新規設立の場合、営業活動を行わない場

合、研究開発事業体もしくは創立間もない段階の事業体の場合、あるいは事業体の存続可能性に疑義がある場合）に

は、当該取引は資本取引として処理されます。 

 連結子会社および持分法適用会社に対する投資原価が当該会社の純資産額のソニーの持分を超える場合、その金額

は、取得時点における公正価額にもとづき、認識しうる各資産および負債に配分しています。投資原価が当該被投資

会社の純資産額のソニーの持分を超える金額のうち、特定の資産および負債に配分されなかった部分は、営業権とし

て計上しています。 

２ 見積の使用 

 米国会計原則にしたがった財務諸表の作成は、決算日における資産・負債の報告金額および偶発資産・負債の開

示、報告期間における収益・費用の報告金額に影響を与えるような見積・予測を必要とします。結果として、このよ

うな見積と実績が異なる場合があります。 

３ 外貨換算 

 海外子会社および関連会社の財務諸表項目の換算において、資産および負債は決算日の為替相場によって円貨に換

算し、収益および費用はおおむね取引発生時の為替相場によって円貨に換算しています。その結果生じた換算差額

は、累積その他の包括利益の一部として表示しています。 

 外貨建金銭債権および債務は決算日の為替相場によって換算し、その結果生じた為替差損益は損益に計上していま

す。 

４ 現金・預金および現金同等物 

 現金・預金および現金同等物は、表示された金額で容易に換金され、かつ満期日まで短期間であるために利率の変

化による価値変動リスクが僅少なもので、取得日から３ヵ月以内に満期の到来する流動性の高い投資を含んでいま

す。 

５ 市場性のある負債および持分有価証券 

 売却可能証券に区分された、公正価額が容易に算定できる負債証券および持分証券は、その公正価額で計上されて

おり、未実現評価損益（税効果考慮後）は累積その他の包括利益の一部として表示されています。売買目的証券に区

分される負債証券および持分証券は公正価額で計上されており、未実現評価損益は損益に含まれています。償還期限

まで保有する負債証券は償却原価で計上されています。売却可能証券または償還期限まで保有する個々の証券につい

て、その公正価額の下落が一時的な場合を除き正味実現可能価額まで評価減を行い、評価減金額は損益に含まれま

す。実現した売却損益は平均原価法により計算し損益に反映しています。 

６ 非上場会社の持分証券 

 非上場会社の持分証券は公正価額が容易に算定できないため、取得原価で計上されています。非上場会社に対する

投資の価値が下落したと評価され、その下落が一時的でないと判断される場合は投資の減損を認識し、公正価額まで

評価減を行います。減損の要否の判定は、経営成績、事業計画および将来の見積キャッシュ・フローなどの要因を考

慮して決定されます。公正価額は、割引キャッシュ・フロー、直近の資金調達状況の評価および類似会社との比較評

価などを用いて算定しています。 



７ 棚卸資産 

 エレクトロニクス、ゲームおよび映画（繰延映画製作費を除く）分野における棚卸資産は、時価を超えない取得原

価で評価しており、先入先出法を適用している一部のエレクトロニクス子会社の製品を除き、平均法によって計算し

ています。 

８ 繰延映画製作費 

 映画作品およびテレビ番組にかかる繰延映画製作費（直接製作費、間接製作費、買取コストを含む）は、未償却残

高あるいは見積公正価額のいずれか低い価額により長期性資産として計上しています。繰延映画製作費の償却および

見積分配金債務の計上は、作品ごとの予想総収益に対する各年度の収益割合に応じて行われます。これらの見積・予

測は定期的に見直されています。 

９ 有形固定資産および減価償却 

 有形固定資産は取得原価で表示しています。有形固定資産の減価償却費は、当該資産の見積耐用年数（主として建

物および構築物については15年から50年、機械装置およびその他の有形固定資産については２年から10年の期間）に

もとづき、当社および国内子会社においては、定額法によっている一部の半導体製造設備および建物を除き主として

定率法、海外子会社においては定額法により、それぞれ計算しています。多額の更新および追加投資は、取得原価で

資産計上しています。維持費、修繕費および少額の更新、改良に要した支出は発生時の費用として処理しています。

10 営業権およびその他の無形固定資産 

 営業権および耐用年数が確定できない無形固定資産は償却せず、年一回第４四半期および減損の可能性を示す事象

または状況の変化が生じた時点で減損の判定を行っています。これらの資産の公正価額は一般的に割引キャッシュ・

フロー分析により算定しています。 

 償却対象となる無形固定資産は、主にアーティスト・コントラクト、ミュージック・カタログ、特許権および販売

用ソフトウェアからなっています。アーティスト・コントラクトおよびミュージック・カタログは、10年から40年の

期間で均等償却しています。特許権および販売用ソフトウェアは３年から10年の期間で均等償却しています。 

11 販売用ソフトウェア 

 販売用ソフトウェアの開発費については、基準書第86号「販売、リースその他の方法で市場に出されるコンピュー

タ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or  

Otherwise Marketed）」にもとづいて会計処理を行っています。 

 エレクトロニクス分野においては、ソフトウェアの技術的実現可能性を確立することに関連して発生した費用は、

その発生時点において、研究開発費として売上原価に計上しています。技術的実現可能性が確立した後、ソフトウェ

アの完成までに発生した費用については資産計上するとともに、概ね３年のソフトウェアの見積耐用年数にわたって

償却しています。ソフトウェアの未償却原価については、将来の収益獲得により回収可能であるかについて、定期的

に見直しを行っています。 

 ゲーム分野においては、開発中のソフトウェアの技術的実現可能性は、ソフトウェアが生産工程に投入される直前

において確立します。したがって、技術的実現可能性の確立後に発生する費用に金額的重要性がないため、ソフトウ

ェアの製作費はすべて発生時点において、研究開発費として売上原価に計上しています。 

12 繰延保険契約費 

 新規保険契約の獲得に関連し、かつそれに応じて変動する費用のうち、回収できると認められるものについては繰

り延べています。繰り延べの対象となる新規契約費用は、保険契約募集手数料(費用)、診査および調査費用等から構

成されます。伝統的保険商品に関する繰延費用は、保障債務の計算と共通の基礎数値を用いて関連する保険契約の保

険料払込期間にわたり償却されます。上記以外の保険商品に関する繰延費用は、見積期間にわたり当該保険契約の見

積粗利益に比例して償却されます。 

13 製品保証引当金 

 ソニーは、製品グループまたは個々の製品ごとに、その収益認識時点で製品保証引当金を計上しています。製品保

証引当金は、売上高、見積故障率および修理単位あたりのアフターサービス費の見積額にもとづいて計算されていま

す。製品保証引当金の計算に用いられた見積・予測は定期的に見直されています。 

 エレクトロニクス分野の一部の子会社は、一定の対価の受領をともなう製品保証延長サービスを提供しています。

このサービスの提供により顧客から受領した対価については繰延処理を行うとともに、その保証期間にわたって定額

法により償却し、収益を認識しています。 



14 保険契約債務 

 保険契約債務は、保険契約者に対する将来の予測支払額の現在価値として計上されております。これらの債務は将

来の資産運用利回り、罹患率、死亡率および契約脱退率についての予測にもとづき平準純保険料式の評価方法により

算定されます。これらの見積・予測は定期的に見直されています。また、保険契約債務には一部の非伝統的な長期の

生命保険および年金保険契約における最低保証部分に対する債務を含んでいます。 

15 長期性資産の減損に関する会計処理 

 ソニーは、営業権および耐用年数が確定できない無形資産を除く、保有して使用される長期性資産および処分され

る予定の長期性資産について、その帳簿価額が回収できなくなる可能性を示す事象や状況の変化が生じた場合には、

帳簿価額の見直しを定期的に行っています。保有して使用される長期性資産については、帳簿価額と現在価値に割り

引く前の将来見積キャッシュ・フローを比較することにより減損の有無が検討されます。減損が生じていると判断さ

れた場合、減損損失はその期に認識されます。減損損失は資産の帳簿価額と最近の業績を考慮した上での見積キャッ

シュ・フローの現在価値または比較可能な市場価値との差額として計算されます。売却以外の方法で処分される予定

の資産は処分されるまでは保有して使用される資産とみなされます。売却される予定の長期性資産は帳簿価額もしく

は公正価額から売却費用を差し引いた金額のいずれか小さい金額で計上されます。減損損失は長期性資産が売却され

る予定の資産として分類された期に認識されます。 

16 デリバティブ 

 他の契約に組み込まれたデリバティブを含むすべてのデリバティブは公正価額により連結貸借対照表上、資産また

は負債として計上されています。デリバティブの公正価額の変動は、対象となるデリバティブがヘッジとして適格で

あるか否か、また適格であるならば公正価額変動もしくはキャッシュ・フロー変動のいずれをヘッジするために利用

されているかにもとづき、直ちに損益もしくは累積その他の包括利益の一部として資本の部に計上されています。 

 一部の他の契約に組み込まれたデリバティブについては、従来、基準書第133号にしたがって、主契約から分離し

て個別に会計処理していましたが、2006年４月１日より基準書第155号を早期適用し、複合金融商品全体に対して公

正価値による会計処理を行っています。 

 その他のソニーが保有するデリバティブは下記のとおり区分され、基準書第133号にしたがって会計処理されてい

ます。 

 公正価値ヘッジ 

 認識された資産および負債、もしくは未認識の確定約定の公正価額変動に対するヘッジとして指定され、かつ

有効なデリバティブの公正価額変動は損益に計上され、関連するヘッジ対象資産および負債の公正価額変動によ

る損益を相殺しています。 

 キャッシュ・フローヘッジ 

 予定取引、もしくは認識された資産および負債に関連するキャッシュ・フロー変動リスクに対するヘッジとし

て指定され、かつ有効なデリバティブの公正価額変動は当初、累積その他の包括利益に計上され、ヘッジ対象取

引が損益に影響を与える時に損益に振替えられています。公正価額変動のうち、ヘッジの効果が有効でない部分

は直ちに損益に計上されています。 

 ヘッジとして指定されないデリバティブ 

 基準書第133号にもとづき、ヘッジとして指定されていないデリバティブの公正価額変動は直ちに損益に計上

されています。 

 ソニーはさまざまなヘッジ活動を行う際のリスク管理目的および方針を文書化するとともに、ヘッジとして指定さ

れるすべてのデリバティブとヘッジ対象の間のヘッジ関係を文書化しています。ソニーは公正価値ヘッジもしくはキ

ャッシュ・フローヘッジとして指定されるデリバティブを連結貸借対照表上の特定の資産および負債、または特定の

予定取引と紐付けています。ソニーはまた、ヘッジの開始時および継続期間中において、ヘッジとして指定されたデ

リバティブがヘッジ対象の公正価額変動もしくはキャッシュ・フロー変動を相殺するのに高度に有効かどうかの評価

を行っています。デリバティブがヘッジとして高度に有効でないと認められた場合には、ヘッジ会計は中止されま

す。 



17 株価連動型報奨制度 

 ソニーは、従来、株価連動型報奨制度について、基準書第148号の開示規定およびAPB第25号に規定する会計処理を

適用していました。APB第25号にしたがい、権利の付与日もしくはその他の測定日における当社の普通株式または子

会社連動株式の株価が権利行使価格を上回る金額を、株価連動型報奨制度にかかる費用として損益に認識していまし

た。ソニーは、2006年４月１日に基準書第123号改訂版を適用しました。その結果、2006年度上半期において、ソニ

ーは、基準書第123号改訂版にもとづき、株価連動型報奨制度にかかる費用を付与日の公正価値にもとづいて測定

し、役務の提供を受けた期間にわたって損益に認識しています。 

18 新株発行費 

 新株発行費は、米国では一般的に資本勘定の控除項目として処理されていますが、日本国内基準では、原則とし

て、費用として処理されます。連結財務諸表上は、当該費用は税効果考慮後の額を利益剰余金から直接控除していま

す。 

19 収益認識 

 エレクトロニクスおよびゲーム分野の売上高は、物品の所有権および所有に関わるリスクと便益が実質的に顧客に

移転したと考えられる時点（引渡時点）で計上しています。なお、契約上顧客による検収が必要な取引については、

検収が完了した時点、または検収猶予期間が終了した時点で売上を計上しています。   

 映画分野における劇場映画収益は、劇場での上映にあわせて計上しています。映画作品およびテレビ番組の放映に

かかるライセンス契約による収益は、それらの放映に対する制限がなくなり、放映可能となった時点で計上していま

す。ホームビデオカセットおよびDVDにかかる売上高は、販売業者が販売可能となった時点で計上しています。 

 生命保険子会社が引受ける保険契約は、ほとんどが長期契約に分類され、主に終身保険、定期保険および傷害・医

療保険契約から構成されています。これらの契約から稼得する保険料収入は、保険契約者からの払込の期日が到来し

た時点で、収益として認識しています。 

 利率変動型終身保険、一時払養老保険、一時払学資保険および生命保険リスクのないその他の保険契約から受入れ

た保険料は、契約者勘定として計上し、保険契約債務その他に含まれています。これら保険契約から稼得する収益

は、保険契約期間にわたり認識される契約管理手数料からなり、金融ビジネス収入に含まれています。 

 損害保険子会社が引受ける保険契約は、短期契約に分類され、主に自動車保険契約から構成されています。これら

の契約から稼得する保険料収入は、保険契約の期間にわたり保障金額の比率に応じて認識しています。 

20 売手が買手に与えた対価に関する会計処理 

 EITF第01-９号「売手が買手に与えた対価に関する会計処理」Accounting for Consideration Given by 

a Vendor to a Customer or a Reseller of the Vendor's Products）に従い、ソニーは買手に対する対価の支払

い、すなわち特定のプロモーション期間中の価格下落を補填する費用、店頭における製品展示スペース確保のために

支払われる費用、小売業者が費やした広告宣伝費の一部をソニーが負担する費用等を、次の場合を除き、売上高の控

除として計上しています。対価の支払いと交換に識別可能な便益（製品またはサービス）を受け、かつその便益の公

正価額が合理的に見積もられ、買手が費消した金額を証明する文書を受け取っている場合は、販売費および一般管理

費として計上しています。 

21 売上原価 

 売上原価に分類される費用は製品の制作と生産に関連するもので、材料費、外注加工費、有形固定資産の減価償却

費、無形固定資産の償却費、人件費、研究開発費および映画作品とテレビ番組に関連する繰延映画製作費の償却費な

どが含まれます。 

22 研究開発費 

 研究開発費は発生時に費用化しています。 

23 販売費および一般管理費 

 販売費に分類される費用は製品の販売促進と販売にかかる費用で、広告宣伝費、販売促進費、運賃、製品保証費用

などが含まれます。 

 一般管理費には役員報酬、人件費、有形固定資産の減価償却費、販売、マーケティングおよび管理部門のオフィス

賃借料、貸倒引当金繰入額、無形固定資産の償却費などが含まれます。 

  販売費および一般管理費は、発生時に費用として計上しています。 



24 金融ビジネス費用 

 金融ビジネス費用は、責任準備金の繰入額、繰延保険契約費の償却の他、金融ビジネス子会社の人件費、有形固定

資産の減価償却費および支払賃借料等の営業費用を含んでいます。 

25 広告宣伝費 

 新規保険契約に関わるものを除いて、広告宣伝費は各媒体において広告宣伝が行われた時点で費用化しています。

新規保険契約の獲得のための広告宣伝費は繰り延べられ、保険契約獲得費用の一部として償却されています。 

26 物流費用 

 製品の運賃、荷役料、保管料およびソニーグループ内の運搬費用等の大部分は販売費および一般管理費に含まれて

います。例外として、映画分野では米国公認会計士協会の会計基準委員会による意見書（Statement of Position、

以下「SOP」）00-２「映画およびテレビ番組の製作者または配給者にかかる会計基準（Accounting by Producers  

or Distributors of Films）」に従い、映画の製作、配給に必要な構成要素として、これらの費用は売上原価に計上

されています。原材料や仕掛品の運賃、仕入受取費用、検査費用および保管料等のソニーの物流ネットワークに関わ

るその他の全ての費用は売上原価に含まれています。また、顧客が負担する物流費用は売上高に含まれています。 

27 法人税等 

 法人税等は、連結損益計算書上の税引前利益にもとづいて計算されています。帳簿価額と税務上の資産・負債との

間の一時的差異に対する繰延税効果について、資産・負債法を用いて繰延税金資産・負債を認識しています。ソニー

は、実現可能性がないと考えられる繰延税金資産に対して評価性引当金を計上しています。実現可能性の評価には、

それぞれの納税単位の実績情報とともに将来に関するあらゆる入手可能な情報を考慮しています。 

28 １株当り当期純利益 

 基本的１株当り当期純利益は各算定期間の普通株式の平均発行済株式数にもとづいて計算されます。 

 ソニーは、2005年12月１日まで基準書第128号にもとづき２種方式を適用し、普通株式と子会社連動株式のそれぞ

れについて１株当り情報を計算・表示していました。子会社連動株式の保有者（以下「子会社連動株主」）は、普通

株式の保有者とともに利益に参加する権利を有するものとみなされたため、２種方式のもとでは、普通株式および子

会社連動株式の基本的１株当り当期純利益は、それぞれに配分される利益を各算定期間に流通する加重平均株式数で

除して計算されていました。子会社連動株式に配分される利益は、対象子会社が獲得した配当可能利益のうち、子会

社連動株主に帰属する経済価値持分として計算されていました。また、普通株式に配分される利益は、当期純利益か

ら子会社連動株式に配分される利益を控除して計算されていました。 

 2005年10月26日開催の当社取締役会において、子会社連動株式１株につき1.114株の割合で普通株式を割当交付す

る方法にて子会社連動株式を終了させることを決議し、2005年12月１日に実施しました。その結果、2005年度におい

て、ソニーは、基準書第128号にもとづき２種方式を適用し、普通株式と子会社連動株式のそれぞれについて１株当

り情報を計算していますが、子会社連動株式の１株当り情報については開示していません。2005年度の普通株式の１

株当り利益は、2005年11月30日に終了する８ヶ月間における子会社連動株式に配分される利益を控除して計算されて

います。 

 希薄化後１株当り当期純利益は、新株発行をもたらす権利の行使や約定の履行あるいは新株への転換によって起こ

る希薄化の影響を考慮して計算されます。転換制限条項付債券の転換にともなう希薄化の影響は、その行使条件を満

たしたか否かにかかわらずこの計算に含まれています。 

(3) 勘定科目の組替え再表示 

 2006年度より、従来「その他の収益」として計上されていた特許実施許諾料を「売上高および営業収入」に含めて

表示しています。これにともない、2005年度上半期および2005年度の「売上高および営業収入」「営業利益」ならび

に「その他の収益」を2006年度上半期の表示に合わせて組替え再表示しています。 

  上記のほか、2005年度上半期および2005年度の連結財務諸表の一部の金額を、2006年度上半期の表示に合わせて組

替え再表示しています。 



４ 有価証券および投資有価証券その他 

 有価証券および投資有価証券その他に含まれる負債証券および持分証券のうち、売却可能証券および満期保有目的証

券に区分されるものの取得原価、未実現評価損益および公正価額は次のとおりです。 

 有価証券に含まれる金銭の信託への短期投資等、売却目的証券に区分される持分証券、負債証券の残高は、2005年９

月30日、2006年９月30日および2006年３月31日現在、それぞれ357,278百万円、376,210百万円および401,561百万円で

す。 

 ソニーは通常の事業において、多くの非上場会社の株式を長期の投資有価証券として保有し、これらは投資有価証券

その他に含まれています。非上場会社に対する投資は原価あるいは公正価額のいずれか低い額で評価しており、2005年

９月30日、2006年９月30日および2006年３月31日現在の残高はそれぞれ52,740百万円、47,588百万円および59,575百万

円です。 

５ リース取引 

 2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度のオペレーティング・リースに該当する賃借料は、それぞれ43,052

百万円、41,493百万円および80,014百万円です。2005年度上半期末、2006年度上半期末および2005年度末における当初

のまたは残存する解約不能リース期間が１年を超える賃借契約にもとづく最低賃借料は次のとおりです。 

６ 担保資産および担保付債務 

 担保資産および担保付債務の内訳は次のとおりです。 

項目 

2005年度上半期末 2006年度上半期末 2005年度末 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 

(百万円) 

未実現 
評価損 

(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 

(百万円) 

未実現 
評価損 

(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

未実現 
評価益 

(百万円) 

未実現 
評価損 

(百万円) 

公正価額 
(百万円) 

売却可能証券                         

負債証券 2,383,057 60,871 △4,199 2,439,729 2,570,701 24,571 △9,923 2,585,349 2,522,864 17,021 △22,810 2,517,075 

持分証券 132,422 100,735 △1,100 232,057 230,131 136,878 △13,706 353,303 227,079 171,921  △1,589 397,411 

                          

満期保有目的

証券 
28,691 342 △53 28,980 34,047 50 △48 34,049 33,193 132 △221 33,104 

合計 2,544,170 161,948 △5,352 2,700,766 2,834,879 161,499 △23,677 2,972,701 2,783,136 189,074 △24,620 2,947,590 

９月30日に終了する
１年間 

2005年度上半期末
（百万円） 

９月30日に終了する
１年間 

2006年度上半期末 
（百万円） 

３月31日に終了する
１年間 

2005年度末 
（百万円） 

2006年 41,944 2007年 47,018 2007年 47,500 

2007年 34,049 2008年 37,290 2008年 34,715 

2008年     27,135 2009年 28,505 2009年 26,529 

2009年 15,891 2010年  17,474 2010年 16,320 

2010年  12,327 2011年 12,972 2011年  11,541 

2011年以降  69,174 2012年以降  62,284 2012年以降 58,932 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
200,520 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
205,543 

将来の最低賃借料の

支払額合計 
195,537 

項目 
2005年度上半期末 

（百万円） 
2006年度上半期末 

（百万円） 
2005年度末 
（百万円） 

担保資産：       

有価証券 62,242 24,998 119,598  

担保付債務：       

連結会社の借入金 56,100 23,000 110,700  



７ デリバティブ 

ソニーは通常の事業において、金融資産・負債を含む金融商品を所有しています。これらの金融商品は外国為替レー

トの変動および金利変動に起因する市場リスクにさらされています。これらのリスクを軽減するため、ソニーは一貫し

たリスク管理方針にしたがい、先物為替予約、通貨オプション契約、金利および金利通貨スワップ契約を含むデリバテ

ィブを利用しています。ソニーが行っている先物為替予約および通貨オプション契約は、主に予定された連結会社間の

外貨建て取引および外貨建て売上債権や買入債務から生じるキャッシュ・フローの為替レート変動によるリスクを限定

するために利用されています。金利および金利通貨スワップ契約は、主に資金調達コストの引き下げ、資金調達手段の

多様化、金利および為替レートの不利な変動がもたらす借入債務にかかるリスクや売却可能負債証券にかかる公正価値

変動リスクの軽減のために利用されています。 

これらのデリバティブは信用度の高い金融機関との間で取引されており、ほとんどの外国為替にかかる契約は米ド

ル、ユーロおよびその他の主要国の通貨で構成されています。ソニーは相手側の契約不履行、金利および為替の変動に

より損失を被る可能性がありますが、契約先の信用度とソニーのヘッジ管理により重要な損失は見込んでいません。こ

れらのデリバティブは主として貸借対照表日より６ヵ月以内に決済日もしくは行使日を迎えるものです。金融分野にお

いて資産運用の一環として利用されている一部の金利スワップ契約や金利先物取引等のデリバティブを除き、ソニー

は、売買もしくは投機目的でこれらのデリバティブを利用していません。金融分野において資産運用の一環として利用

されているデリバティブ取引は、あらかじめ定めたリスク管理方針にしたがい、一定の極度の範囲内で行われていま

す。 

基準書第133号にしたがい、ソニーが保有するデリバティブは下記のとおり区分され、会計処理されています。 

公正価値ヘッジ 

公正価値ヘッジとして指定されるデリバティブには、金利および金利通貨スワップ契約が含まれます。 

公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブおよびそのヘッジ対象はともに公正価額で連結貸借対照表に計上され

ています。また、公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価額変動は損益に計上され、ヘッジ対象の簿価

変動による損益を相殺しています。 

2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度において、これらの公正価値ヘッジに非有効部分はありません。ま

た、公正価値ヘッジの有効性評価から除外された金額はありません。 

キャッシュ・フローヘッジ 

キャッシュ・フローヘッジとして指定されるデリバティブには、先物為替予約、通貨オプション契約、金利および金

利通貨スワップ契約が含まれます。 

キャッシュ・フローヘッジとして指定されたデリバティブの公正価額変動は当初累積その他の包括利益に計上され、

ヘッジ対象取引が損益に影響を与える時点で損益に振替えられています。 

2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度において、これらのキャッシュ・フローヘッジに非有効部分はあり

ません。また、キャッシュ・フローヘッジの有効性評価から除外された金額はありません。2006年９月30日現在、キャ

ッシュ・フローヘッジとして適格なデリバティブの公正価額変動が、3,075百万円資本の減少（純額）として計上さ

れ、このうち2,133百万円は翌12ヵ月以内に損失に振替えられると見込まれます。なお、2006年度上半期において、発

生が見込まれなくなりキャッシュ・フローヘッジを停止した予定取引はありません。 

ヘッジとして指定されていないデリバティブ 

基準書第133号にもとづき、ヘッジとして指定されていないデリバティブには、先物為替予約、買建て通貨オプショ

ン契約、売建て通貨オプション契約、金利および金利通貨スワップ契約、金利および債券先物取引等が含まれます。 

ヘッジとして指定されていないデリバティブの公正価額変動は、直ちに損益に計上されています。 



ソニーが保有するデリバティブの利用目的および基準書第133号にもとづく区分は下記のとおりです。 

先物為替予約および通貨オプション契約 

ソニーは主として、予定された連結会社間の外貨建て取引および外貨建て売上債権・買入債務から生じるキャッシ

ュ・フローをソニーの主要拠点の基軸通貨（円、米ドル、ユーロ）建てで確定するため、先物為替予約、買建て通貨オ

プション契約および売建て通貨オプション契約を利用しています。なお、売建て通貨オプション契約は主に、買建て通

貨オプション契約との組み合わせオプションとして行われており、対応する買建て通貨オプション契約と同月内に行使

日を迎えるものです。 

また、ソニーは外貨建て借入債務から生じるキャッシュ・フローを固定するため先物為替予約を利用しています。こ

れらのデリバティブは、基準書第133号にもとづき、キャッシュ・フローヘッジのヘッジ手段として指定されていま

す。 

  一方、ヘッジとして指定されていないその他の先物為替予約、買建て通貨オプション契約および売建て通貨オプショ

ン契約の公正価額変動は、その他の収益・費用として直ちに損益に計上されています。 

 なお、一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する先物為替予約および通貨オプション契約の公正価額変動

は、金融ビジネス収入として直ちに損益に計上されています。 

  

金利および金利通貨スワップ契約 

ソニーは、固定金利付き借入債務および売却可能負債証券にかかる公正価額変動リスクを軽減するため、金利および

金利通貨スワップ契約を締結しています。例えば、ソニーは外貨建て固定金利付き借入債務を機能通貨建て変動金利付

き借入債務にスワップする金利通貨スワップ契約を締結しています。これらのデリバティブは、ソニーの外貨建て固定

金利付き借入債務にかかる公正価額変動リスクに対するヘッジとしてみなされることから、基準書第133号にもとづ

き、公正価値ヘッジのヘッジ手段として指定されています。 

 また、ソニーは、変動金利付き借入債務および外貨建て借入債務にかかるキャッシュ・フロー変動リスクを軽減する

ため、金利および金利通貨スワップ契約を締結しています。例えば、ソニーは外貨建て変動金利付き借入債務を機能通

貨建て固定金利付き借入債務にスワップする金利通貨スワップ契約を締結しています。これらのデリバティブは、ソニ

ーの外貨建て変動金利付き借入債務にかかるキャッシュ・フロー変動リスクに対するヘッジとしてみなされることか

ら、基準書第133号にもとづき、キャッシュ・フローヘッジのヘッジ手段として指定されています。 

 一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する金利および金利通貨スワップ契約の公正価額変動は、金融ビジネ

ス収入として直ちに損益に計上されています。 

上記以外のヘッジとして指定されていない金利および金利通貨スワップ契約は、金利および為替レートの不利な変動

が連結会社からの借入債務にもたらすリスク軽減のために利用されており、その公正価額変動は、その他の収益・費用

として直ちに損益に計上されています。 

  金利および債券先物取引 

一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する金利および債券先物取引の公正価額変動は、金融ビジネス収入と

して直ちに損益に計上されています。  

  株価指数および債券オプション取引 

一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する株価指数および債券オプション取引の公正価額変動は、金融ビジ

ネス収入として直ちに損益に計上されています。  

組込デリバティブ 

一部の金融子会社が資産運用の一環として保有する組込デリバティブについては、従来、基準書第133号にもとづき

原契約から区分して会計処理し、その組込デリバティブの公正価額変動は直ちに損益に計上されていましたが、2006年

４月１日より基準書第155号を早期適用し、原契約とデリバティブを区分せず一体として評価し、複合金融商品全体に

対して公正価値による会計処理を行っています。これらの組込デリバティブの公正価額変動は金融ビジネス収入として

直ちに損益に計上されています。 



デリバティブの見積公正価額は次のとおりです。 

なお、先物為替予約、通貨オプション契約、金利先物、債券先物および株価指数オプションの公正価額は、市場価格

にもとづいて見積もられています。金利および金利通貨スワップ契約の公正価額は、将来割引キャッシュ・フロー（純

額）により見積もられています。債券オプションの公正価額は、仲介業者から入手した価格によっています。 

 また、2006年度上半期末の組込デリバティブは、基準書第155号の適用にともない、複合金融商品全体として会計処

理を行っており、負債証券として注記４に記載されています。 

  借方（貸方）

項目 

2005年度上半期末 2006年度上半期末 2005年度末 

想定元本等 

（百万円） 

簿価 

（百万円） 

見積公正

価額 

（百万円）

想定元本等

（百万円）

簿価 

（百万円）

見積公正

価額 

（百万円）

想定元本等 

（百万円） 

簿価 

（百万円） 

見積公正

価額 

（百万円）

先物為替予約 1,528,934 (4,047) (4,047) 1,796,689 2,565 2,565 1,489,213 1,184 1,184 

買建て通貨オプション 542,447  2,409  2,409 588,989 2,719 2,719 457,380 2,540 2,540 

売建て通貨オプション  189,345 (4,133) (4,133) 212,989 (4,314) (4,314) 163,746 (2,576) (2,576)

金利スワップ 187,106 (3,353) (3,353) 194,597 (1,615) (1,615) 172,430 (165) (165)

金利通貨スワップ  5,410 (302) (302) 13,880 (1,070) (1,070) 14,518 (488) （488)

金利先物 

 債券先物 

59,973 

22,005 

(1)

131 

      (1)

131 

176,073 

18,975 

24 

(61)

24 

(61)

－ 

13,934 

－ 

111 

－ 

111 

買建て株価指数オプシ

ョン 
－ － － － － － 26,650 40 40 

売建て債券オプション       38,004 30 30 － － － 

組込デリバティブ 357,340  24,283  24,283 － － － 411,252 70,712 70,712 



８ 基本的および希薄化後１株当り利益の調整表 

(1) 各株式に配分される中間（当期）純利益  

  普通株式と子会社連動株式のそれぞれに配分される中間（当期）純利益は次のとおりです。 

 注記３に記載のとおり、子会社連動株式に配分される利益は、子会社連動株主に帰属する経済価値持分にもとづい

て計算されていました。 

  2005年度上半期末現在、子会社連動株式の１株当り利益の計算に用いられたソニーコミュニケーションネットワー

ク㈱（以下「SCN」）の繰越利益は、8,752百万円でした。 

 2005年10月26日開催の当社取締役会において、子会社連動株式１株につき1.114株の割合で普通株式を割当交付す

る方法にて子会社連動株式を終了させることを決議し、2005年12月１日に実施しました。その結果、2005年度の普通

株式の１株当り利益は、2005年11月30日に終了する８ヶ月間における子会社連動株式に配分される利益を控除して計

算されています。2005年11月30日現在、子会社連動株式の１株当り利益の計算に用いられたSCNの繰越利益は、8,578

百万円でした。 

  

(2) 普通株式の１株当り利益 

 基本的および希薄化後１株当り利益の調整計算は次のとおりです。 

項目 
2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

普通株式 19,879  33,971 122,308  

子会社連動株式  1,326     - 1,308  

中間（当期）純利益 21,205 33,971  123,616  

項目 

2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

利益 
(百万円) 

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

利益 
(百万円)

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

利益 
(百万円) 

加重平均 
株式数 
(千株) 

１株当り
利益 
(円) 

基本的１株当り

利益 
                  

普通株式に配

分される中間

（当期）純利

益 

19,879 996,305 19.95 33,971 1,001,250 33.93  122,308 997,781 122.58 

希薄化効果                   

新株予約権 - 62   - 1,678   - 915   

転換社債 

子会社連動株式 

- 

△30 

47,673 

- 

  

  

- 

- 

46,875 

- 

  

  

- 

△29 

47,468 

- 

  

  

希薄化後１株当

り利益 
                  

計算に用いる

普通株式に配

分される中間

（当期）純利

益 

19,849 1,044,040 19.01 33,971 1,049,803 32.36  122,279 1,046,164 116.88 



 2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度において、その権利行使価格が各期間における当社の普通株式の

市場平均株価を上回っていたことから希薄化効果がないと認め、潜在株式数の計算から除いた新株引受権および新株

予約権の行使に伴う潜在株式数はそれぞれ9,957千株、10,100千株および10,483千株です。 

 持分法適用会社により発行されたストック・オプションは、潜在的に普通株式に配分される利益を減少させます

が、希薄化効果がなかったため希薄化後１株当り利益の計算から除いています。 

(3) 子会社連動株式の１株当り利益 

 2005年度上半期において子会社連動株式の１株当り利益の計算に用いた加重平均株式数は3,078千株でした。 

 上述のとおり、2005年12月１日に全ての子会社連動株式は普通株式に転換されました。その結果、2005年度におけ

る子会社連動株式の１株当り情報については開示していません。 

９ 契約債務および偶発債務 

(1) 契約債務 

①パーチェス・コミットメント 

 2006年９月30日現在のパーチェス・コミットメントは、合計で361,787百万円です。これらのうち、主要なものは

次のとおりです。 

 ソニーは通常の事業において、固定資産の購入に関する契約債務を負っています。2006年９月30日現在、固定資産

の購入に関する契約債務は、61,685百万円です。 

 映画分野の一部の子会社は、製作関係者とのあいだで映画およびテレビ番組を製作する契約を、また第三者とのあ

いだで、完成した映画フィルムまたは当該映画フィルムの一部の権利を購入する契約を締結しています。これらの契

約は主に2008年３月31日までの期間に関するものです。2006年９月30日現在、当該契約にもとづく支払予定額は   

45,011百万円です。 

  また、映画子会社は、第三者が製作あるいは取得した映画作品を一定の市場または地域で配給する契約を締結して

います。この配給契約は、36以上の映画作品が引渡されていた場合、2006年12月31日をもって満了します。2006年12

月31日までに36の作品の引渡が行われなかった場合、36番目の作品の引渡時点または2007年５月25日のいずれか早い

日をもって、配給契約は満了します。この配給契約にもとづいて、第三者は42の作品につき製作あるいは取得するこ

とが予定されています。映画子会社は映画作品が劇場公開されてから15年間配給する権利があります。この配給契約

において映画子会社は、製作費の一部に加え、全ての配給およびマーケティングに関わる費用を負担することとなっ

ています。2006年９月30日現在までに、36の映画作品について、映画子会社によって公開または費用の負担が行われ

ています。映画子会社の当該配給契約にもとづく残りの作品に関する製作費の支払予定額は20,075百万円です。 

  2005年４月、当社は国際サッカー連盟（以下「FIFA」）とパートナーシッププログラムの契約を締結しました。こ

の契約のもとで当社は、2007年から2014年までの期間、FIFAワールドカップ（*）等のFIFAが主催する大会において

スポンサー企業としての各種権利を行使することが可能となります。2006年９月30日現在、当該契約にもとづく当社

の支払予定額は34,766百万円です。 

  (*)「FIFAワールドカップ」はFIFAの登録商標です。 

  2006年７月、当社はSamsung Electronics Co., Ltd.と両社合弁で設立されたS-LCD Corporationにおいて、第８世

代アモルファスTFT液晶ディスプレイパネルの製造ラインを共同で敷設する契約を締結しました。2006年９月30日現

在、当該契約にもとづく当社の支払予定額は99,840百万円です。 

②ローン・コミットメント 

 金融子会社は、契約上合意された条件にもとづき、顧客に対して貸付を行う契約を有しています。2006年９月30日

現在、これらの契約における貸付未実行残高は342,953百万円です。 

 2004年８月、ソニーとベルテルスマン社はそれぞれの音楽制作事業を合弁会社として統合しました。この統合にと

もない、ソニーとベルテルスマン社はこの合弁会社と期限５年の回転信用契約を締結しました。この回転信用契約に

おいて、ソニーとベルテルスマン社は合弁会社への貸付を折半にて負担することで合意しています。この回転信用契

約には2009年８月５日を満期とし、300百万米ドルの基本となる貸付と150百万米ドルを限度とした追加貸付を行うこ

とが定められています。2006年９月30日現在、合弁会社はこの回転信用契約にもとづく借入を行っていません。した

がって、2006年９月30日現在、この回転信用契約における貸付未実行残高は26,516百万円です。 



(2) 偶発債務 

 2006年９月30日現在の通常の事業において提供される保証を含む偶発債務は、最大で22,972百万円です。偶発債務

のうち、主要なものは次のとおりです。 

 ソニーは、関連当事者である持分法適用会社および非連結子会社の銀行借入に対する債務保証を行っています。こ

れらの債務保証の期間は、主に１年未満です。ソニーは、主たる債務者の債務不履行に際し、債務保証契約にもとづ

いて債務の支払を要求される可能性があります。2006年９月30日現在、これらの債務保証にかかる偶発債務は、

11,195百万円であり、2006年９月30日現在、連結貸借対照表には計上されていません。 

 欧州委員会は2003年２月に電気・電子機器の廃棄についての指令を出しました。この指令により、2005年８月以

降、販売する製品について、最終消費者からの回収・処置・修理・安全に廃棄する仕組みの体系化とそれらに要する

潜在的な費用を製造者が負担することが求められます。この指令にもとづく法律が施行されている一部の欧州連合加

盟国において、ソニーはこの指令に関する債務を計上しています。2006年度において、上記の指令に関連する費用に

よるソニーの業績および財務状態への影響は軽微です。こららの指令によりソニーが負担することになる費用は、こ

の指令にもとづく法律が施行されていないすべての欧州連合加盟国で規制が適用されるまでは明らかではありません

が、ソニーはこの規制適用による影響額を継続して評価しています。 

 ソニーは、通常の事業において行われた取引の結果として、第三者の偶発的な租税負担に対する補償を行っていま

す。現時点においては、これらの補償契約にもとづいて将来支払うことを要求されうる最大額を見積もることはでき

ません。また、2006年９月30日現在、これらの補償契約は、連結貸借対照表には計上されていません。 

  

 当社および一部の子会社は、数件の訴訟の被告となっています。しかし、ソニーおよびソニーの法律顧問が現在知

りうるかぎり、それらの訴訟による損害は仮にあったとしても、連結財務諸表に重大な影響をおよぼすものではない

と考えています。 

10 セグメント情報 

 ソニーは、エレクトロニクス、ゲーム、映画、金融分野およびその他の事業から構成されており、ビジネスセグメン

ト情報は、当該区分により作成されています。 

 エレクトロニクス分野は、世界全地域で、映像・音響・情報・通信機器および部品の設計、開発、製造および販売を

行っています。ゲーム分野は、主に日本、米国および欧州において、プレイステーション２およびプレイステーショ

ン・ポータブルのゲーム機および関連するソフトウェアの設計、開発および販売を行っています。また、外部のソフト

開発会社に対するライセンス供与を行っています。映画分野は、主に米国において映画、ビデオソフト、テレビ番組を

含む映像ソフトの企画、製作、製造を行い、全世界で販売、配給、放映しています。金融分野は、日本市場における個

人生命保険、損害保険を主とする保険事業、日本のリースおよびクレジットファイナンス事業と銀行事業を行っていま

す。その他は、主に音楽事業、日本におけるインターネット関連サービスを含むネットワークサービス事業、アニメー

ション作品の制作・販売事業、広告代理店事業などの多様な事業活動から構成されています。ソニーの製品およびサー

ビスは、一般的にはそれぞれのオペレーティング・セグメントにおいて固有のものです。 

 以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業

損益がマネジメントによって経営資源の配分の決定および業績の評価に通常使用されているものです。 



【ビジネスセグメント情報】 

売上高および営業収入： 

  エレクトロニクス分野におけるセグメント間取引は、主としてゲーム分野、映画分野およびその他に対する 

 ものです。 

 その他におけるセグメント間取引は、主としてエレクトロニクス分野に対するものです。 

 2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

エレクトロニクス：    

外部顧客に対するもの 2,136,493 2,517,666 4,796,061 

セグメント間取引 221,259 141,616 394,167 

計 2,357,752 2,659,282 5,190,228 

ゲーム：    

外部顧客に対するもの 369,471 279,597 918,252 

セグメント間取引 17,553 13,212 40,368 

計 387,024 292,809 958,620 

映画：    

外部顧客に対するもの 303,236 382,904 745,859 

セグメント間取引 － － － 

計 303,236 382,904 745,859 

金融：    

外部顧客に対するもの 318,691 280,738 720,566 

セグメント間取引 11,005 11,464 22,649 

計 329,696 292,202 743,215 

その他：    

外部顧客に対するもの 151,876 137,510 329,859 

セグメント間取引 38,499 32,115 81,676 

計 190,375 169,625 411,535 

セグメント間取引消去 △288,316 △198,407 △538,860 

連結合計 3,279,767 3,598,415 7,510,597 



セグメント別損益： 

 上記の営業利益は、売上高および営業収入から売上原価および営業費用を差し引いたものです。 

下記の表はエレクトロニクス分野の製品部門別の外部顧客に対する売上高および営業収入の内訳です。ソニーの経営

者は、エレクトロニクス事業を単一のオペレーティング・セグメントとして意思決定を行っています。ソニーは2006年

度より製品カテゴリーの区分を一部変更しました。主な変更点として、低温ポリシリコンTFT液晶ディスプレイを“半

導体”から“コンポーネント”へ、化成デバイスを“その他”から“コンポーネント”へと組替えています。 

 2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

営業利益・損失（△）：    

エレクトロニクス 1,404 55,446 8,820 

ゲーム 2,325 △70,330 8,748 

映画 △2,387 △16,442 27,436 

金融 61,969 29,146 188,323 

その他 12,818 11,228 18,837 

計 76,129 9,048 252,164 

セグメント間取引消去 △889 11,464 968 

配賦不能営業費用控除 △7,267 △14,297 △26,716 

連結営業利益 67,973 6,215 226,416 

その他の収益 66,600 46,900 118,455 

その他の費用 △26,287 △25,209 △58,542 

連結税引前利益 108,286 27,906 286,329 

 2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

オーディオ 246,944 237,947 536,187 

ビデオ 498,959 553,101 1,021,325 

テレビ 321,477 513,540 927,769 

情報・通信 369,160 433,491 842,537 

半導体 82,907 100,473 172,249 

コンポーネント 375,933 426,071 800,716 

その他 241,113 253,043 495,278 

計 2,136,493 2,517,666 4,796,061 



【地域別セグメント情報】 

 2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度における顧客の所在国別に分類した売上高および営業収入は次のと

おりです。 

 売上高および営業収入に関して、欧州およびその他地域において個別には金額的に重要性のある国はありません。 

 報告されているセグメントおよび地域別セグメントのセグメント間取引は、独立企業間価格で行っています。 

 2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度において、単一顧客として重要な顧客に対する売上高および営業収

入はありません。 

 2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度における出荷事業所の所在地別の売上高および営業収入、営業利益

は次の表のとおりです。基準書第131号にしたがい要求される開示に加えて、ソニーはこの情報を日本の証券取引法に

よる開示要求を考慮し補足情報として開示しています。 

 2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

日本 988,996 973,631 2,203,812 

米国 854,778 927,386 1,957,644 

欧州 700,035 815,871 1,715,775 

その他地域 735,958 881,527 1,633,366 

計 3,279,767 3,598,415 7,510,597 

 2005年度上半期 2006年度上半期 2005年度 

項目 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

売上高および営業収入：    

日本：    

外部顧客に対するもの 1,027,855 1,043,989 2,288,365 

セグメント間取引 1,502,441 1,834,389 3,265,747 

計 2,530,296 2,878,378 5,554,112 

米国：    

外部顧客に対するもの 924,303 925,041 2,197,304 

セグメント間取引 118,666 152,498 279,203 

計 1,042,969 1,077,539 2,476,507 

欧州：    

外部顧客に対するもの 645,701 809,957 1,575,849 

セグメント間取引 24,672 25,963 50,400 

計 670,373 835,920 1,626,249 

その他地域：    

外部顧客に対するもの 681,908 819,428 1,449,079 

セグメント間取引 485,013 665,095 1,038,827 

計 1,166,921 1,484,523 2,487,906 

セグメント間取引消去 △2,130,792 △2,677,945 △4,634,177 

連結合計 3,279,767 3,598,415 7,510,597 

営業利益・損失（△）：    

日本 118,516 16,763 230,473 

米国 △26,491 △67,244 11,291 

欧州 △33,369 29,598 △25,101 

その他地域 23,908 57,959 41,953 

配賦不能営業費用控除および

セグメント間取引消去 
△14,591 △30,861 △32,200 

連結合計 67,973 6,215 226,416 



11  長期性資産の減損 

  ソニーは、2005年度上半期、2006年度上半期および2005年度において、それぞれ23,547百万円、1,301百万円および

 59,762百万円の長期性資産の減損を計上しました。主な長期性資産の減損は以下のとおりです。 

  2005年度において、ソニーは東南アジアにおけるブラウン管テレビ用ディスプレイの製造設備にかかる、現金支出を

 ともなわない減損を2,856百万円計上しました。この減損は資産の帳簿価額と将来見積キャッシュ・フローの現在価値 

 との差額として計算され、連結損益計算書上、資産の除売却損および減損（純額）に計上されています。また、特定の

 ノンコアビジネスの構造改革および削減の一環として、ソニーは2006年３月、米国における娯楽用施設の売却に合意し

 ました。その結果、ソニーは8,522百万円の減損を計上しました。この減損は施設の売却予定価格にもとづいて算出さ 

 れ、連結損益計算書上、資産の除売却損および減損（純額）に計上されています。 

  

12 後発事象 

   該当事項はありません。 



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2006年度上半期末 
（2006年９月30日） 

2005年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金および預金   101,248   101,750 102,390   

２ 受取手形   1,441   2,121 2,536   

３ 売掛金   559,030   701,674 536,987   

４ 棚卸資産   14,223  124,984 41,805   

５ 未収入金   130,126   137,800 158,756   

６ その他   79,104   118,182 129,098   

貸倒引当金   △820   △3,110 △1,650   

流動資産合計     884,355 24.4 1,183,404 30.9   969,925 26.5

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 
*1 
*2 

232,683   221,103 230,254   

(2) 無形固定資産   73,515   84,903 85,154   

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券   2,095,054   － 2,109,189   

２ 関係会社株式   －   2,049,738 －   

３ 長期貸付金   72,001   － 55,001   

４ 繰延税金資産    136,011   － 74,159   

５ その他   138,896   287,386 132,389   

貸倒引当金   △1,940   △2,110 △2,090   

投資その他の資
産計 

  2,440,023   2,335,014 2,368,649   

固定資産合計     2,746,222 75.6 2,641,020 69.1   2,684,059 73.5

Ⅲ 繰延資産           

１ 社債発行差金   69   － 78   

繰延資産合計     69 0.0 － －   78 0.0

資産合計     3,630,648 100.0 3,824,425 100.0   3,654,062 100.0 

            

 



    
2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2006年度上半期末 
（2006年９月30日） 

2005年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   4,691   5,624 8,089   

２ 買掛金   503,650   601,080 503,654   

３ 短期借入金   136,107   74,660 21,473   

４ 一年以内に償還期
限の到来する社債 

  115,000   27,000 112,000   

５ 一年以内に償還期
限の到来する転換
社債 

  －   3,001 4,185   

６ 未払費用   132,153   173,058 157,977   

７ 未払法人税等   979   8,973 1,239   

８ 賞与引当金   20,725   20,911 21,414   

９ 製品保証引当金   5,170   6,630 6,880   

10 その他   47,732   42,650 53,466   

流動負債合計     966,210 26.6 963,591 25.2   890,381 24.4

            

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   259,350   332,278 347,350   

２ 転換社債   23,994   15,803 16,125   

３ 新株予約権付社債   250,000   250,000 250,000   

４ 長期借入金   －   80,000 －   

５ 退職給付引当金   64,856   59,069 62,151   

６ 役員退職慰労引当
金 

  111   111 111   

７ パソコン回収・再
資源化引当金  

  4,059   6,026 5,233   

８ その他   3,508   3,514 3,514   

固定負債合計     605,879 16.7 746,803 19.5   684,485 18.7

負債合計     1,572,089 43.3 1,710,394 44.7   1,574,866 43.1

 



    
2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2006年度上半期末 
（2006年９月30日） 

2005年度の要約貸借対照表 
（2006年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     621,724 17.1   － －   624,124 17.1 

Ⅱ 資本剰余金                     

(1) 資本準備金   828,266     －     830,666     

資本剰余金合計     828,266 22.8   － －   830,666 22.7 

Ⅲ 利益剰余金                     

(1) 利益準備金   34,869     －     34,869     

(2) 任意積立金                     

１ 特別償却準備金   4,205     －     4,205     

２ 買換資産圧縮記帳
積立金 

  390     －     390     

３ 子会社連動株式消
却積立金  

  20,000     －     20,000     

４ 別途積立金   354,400     －     354,400     

任意積立金計   378,996     －     378,996     

(3) 中間（当期）未処
分利益 

  178,137     －     190,067     

利益剰余金合計     592,003 16.3   － －   603,932 16.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    19,476 0.6   － －   23,600 0.7 

Ⅴ 自己株式     △2,912 △0.1   － －   △3,127 △0.1 

資本合計     2,058,558 56.7   － －   2,079,196 56.9 

負債資本合計     3,630,648 100.0   － －   3,654,062 100.0 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

 (1) 資本金     － －   625,194 16.3   － － 

 (2) 資本剰余金                     

  １ 資本準備金   －     831,735     －     

 ２ その他資本剰余金   －     5     －     

資本剰余金合計     － －   831,741 21.7   － － 

 (3) 利益剰余金                     

 １ 利益準備金   －     34,869     －     

 ２ その他利益剰余金                     

  特別償却準備金   －     3,207     －     

  買換資産圧縮記帳
積立金 

  －     370     －     

  別途積立金    －     354,400     －     

   繰越利益剰余金   －     252,798     －     

利益剰余金合計     － －   645,646 17.0   － － 

 (4) 自己株式     － －   △3,326 △0.1   － － 

     株主資本合計     － －   2,099,255 54.9   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

 (1) その他有価証券 
 評価差額金 

    － －   14,413 0.4   － － 

 (2) 繰延ヘッジ損益     － －   △1,962 △0.1   － － 

     評価・換算差額 
  等合計 

    － －   12,451 0.3   － － 

Ⅲ 新株予約権                     

 (1) 新株引受権     － －   2,324 0.1   － － 

     新株予約権合計     － －   2,324 0.1   － － 

     純資産合計     － －   2,114,030 55.3   － － 

     負債純資産合計     － －   3,824,425 100.0   － － 



②【中間損益計算書】 

    
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度の要約損益計算書 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,463,221 100.0 1,818,186 100.0   3,179,579 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,307,014 89.3 1,559,387 85.8   2,817,925 88.6

売上総利益     156,207 10.7 258,799 14.2   361,653 11.4

Ⅲ 販売費および一般管
理費 

    174,995 12.0 203,673 11.2   377,244 11.9

営業利益     － 55,125 3.0   － 

営業損失     18,787 △1.3 －   15,590 △0.5

Ⅳ 営業外収益 *5   55,595 3.8 41,034 2.2   123,560 3.9

Ⅴ 営業外費用 *6   40,564 2.8 33,530 1.8   89,308 2.8

経常利益     － 62,628 3.4   18,661 0.6

経常損失     3,757 △0.3 －   － 

Ⅵ 特別利益 *7   28,007 2.0 30,595 1.8   49,067 1.5

Ⅶ 特別損失 *8   － 4,963 0.3   12,650 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    24,250 1.7 88,260 4.9   55,079 1.7

法人税、住民税お
よび事業税 

  △12,054   8,449 △21,766   

過年度法人税等 *9 3,951   － 3,951   

法人税等調整額   23,420 15,317 1.1 25,586 34,035 1.9 38,415 20,600 0.6

中間（当期）純利
益 

    8,933 0.6 54,225 3.0   34,478 1.1

前期繰越利益     169,206 －   169,206 

合併による子会社
株式消却損 

    － －   1,160 

自己株式処分差損     3 －   0 

中間配当額     － －   12,456 

中間（当期）未処
分利益 

    178,137 －   190,067 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 2006年４月１日 至 2006年９月30日）                           

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 
*10 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

特別 
償却 

準備金 

買換資産
圧縮記帳
積立金 

子会社 
連動株 
式消却 
 積立金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 

剰余金 

2006年３月31日残高 

      （百万円） 
624,124 830,666 ― 34,869 4,205 390 20,000 354,400 190,067 △3,127 2,055,596 

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 1,069 1,069                 2,139 

特別償却準備金の積立 

（注１） 
        1,125       △1,125   ― 

特別償却準備金の取崩 

（注２） 
        △2,123       2,123   ― 

買換資産圧縮記帳 

積立金の取崩（注３） 
          △19     19   ― 

子会社連動株式消却 

積立金の取崩（注４） 
            △20,000   20,000   ― 

剰余金の配当（注４）                  △12,511   △12,511 

中間純利益                 54,225   54,225 

自己株式の取得                    △225 △225 

自己株式の処分     5             26 32 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の 

変動額（純額） 

                      

中間会計期間中の 

変動額合計 （百万円） 
1,069 1,069 5 ― △998 △19 △20,000 ― 62,731 △199 43,659 

2006年９月30日残高 

      （百万円） 
625,194 831,735 5 34,869 3,207 370 ― 354,400 252,798 △3,326 2,099,255 



 （注１）当中間期の特別償却準備金の積立のうち、1,072百万円は2006年５月の取締役会における利益処分項目です。 

 （注２）当中間期の特別償却準備金の取崩のうち、1,446百万円は2006年５月の取締役会における利益処分項目です。 

 （注３）当中間期の買換資産圧縮記帳積立金の取崩のうち、13百万円は2006年５月の取締役会における利益処分項目です。 

 （注４）2006年５月の取締役会における利益処分項目です。 

 

評価・換算差額等 

新株 
予約権 

純資産 
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

評価・換
算差額 
等合計 

2006年３月31日残高 

      （百万円） 
23,600 ― 23,600 2,324 2,081,520 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行         2,139 

特別償却準備金の積立 

（注１） 
        ― 

特別償却準備金の取崩 

（注２） 
        ― 

買換資産圧縮記帳 

積立金の取崩（注３） 
        ― 

子会社連動株式消却 

積立金の取崩（注４） 
        ― 

剰余金の配当（注４）          △12,511 

中間純利益         54,225 

自己株式の取得          △225 

自己株式の処分         32 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の 

変動額（純額） 

△9,186 △1,962 △11,148 0 △11,148 

中間会計期間中の 

変動額合計 （百万円） 
△9,186 △1,962 △11,148 0 32,510 

2006年９月30日残高 

      （百万円） 
14,413 △1,962 12,451 2,324 2,114,030 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

１ 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券 

1.子会社株式および関連会社株式 

移動平均法による原価法 

1.子会社株式および関連会社株式 

同左 

1.子会社株式および関連会社株式 

同左 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均 

法により算定） 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

2.その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

 移動平均法による原価法 

(3) 棚卸資産 

同左 

(3) 棚卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっています。 

 ただし、1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く。）および

特定の半導体製造設備については、定額

法によっています。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

建物 15～50年

機械および装置 4～10年

  

(2) 無形固定資産 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）にもとづく定額法、市場販売目的の

ソフトウェアについては、販売可能な見

込有効期間（３年）にもとづく定額法に

よっています。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、貸倒懸念債権等の特定債権に対する

取立不能見込額と、一般債権に対する貸

倒実績率により算出した金額との合計額

を計上しています。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 



2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

(2) 賞与引当金 

 執行役および従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給見込額に

もとづき計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 製品保証引当金 

 製品販売後の無償サービス費用の支出

に備えるため、売上高を基準として過去

の経験率にもとづき計上しています。 

(3) 製品保証引当金 

同左 

(3) 製品保証引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき、当上半期末にお

いて発生していると認められる額を計上

しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしていま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法により費用処理し

ています。 

（追加情報） 

  当社は、厚生年金基金の代行部分につ

いて、2005年９月20日に返還額の納付を

行いました。これに伴い、当上半期にお

いて過去分返上認可により修正された代

行部分に係る退職給付債務と実際返還額

との差額118百万円を営業外収益として

計上しています。 

 当上半期において、退職率の見直し等

により平均残存勤務期間が短縮されたた

め、数理計算上の差異および過去勤務債

務の費用処理年数を従来の年数（13～16

年）から13年に変更しました。この変更

が税引前中間純利益に与えた影響は軽微

です。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき、当上半期末にお

いて発生していると認められる額を計上

しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしていま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法により費用処理し

ています。 

  

  

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当年

度末における退職給付債務および年金資

産の見込額にもとづき計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（13年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしていま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（13年）による定額法により費用処理し

ています。 

（追加情報） 

 当年度において、退職率の見直し等に

より平均残存勤務期間が短縮されたた

め、数理計算上の差異および過去勤務債

務の費用処理年数を従来の年数（13～16

年）から13年に変更しています。この変

更が損益に与えた影響は軽微です。 

 当社は、厚生年金基金の代行部分につ

いて、2005年９月20日に返還額の納付を

行いました。これに伴い、当年度におい

て過去分返上認可により修正された代行

部分に係る退職給付債務と実際返還額と

の差額118百万円を営業外収益として計

上しています。 

  

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、当社内規による必要額を計上してい

ます。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

 家庭系使用済パソコンの回収および再

資源化の支出に備えるため、売上台数を

基準として支出見込額を計上していま

す。 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

同左 

(6) パソコン回収・再資源化引当金 

同左 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、原則として中

間決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理してい

ます。 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産および負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、原則として決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理していま

す。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

います。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

 



2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理

によっています。 

また、金利スワップについては、特例

処理によっています。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

     同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

特定の外貨建予定取引を対象に、通貨

先物為替予約および通貨オプション取引

によるヘッジを行っています。 

 また、特定の社債を対象に、金利スワ

ップ取引によるヘッジを行っています。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      同左 

  

(3) ヘッジ方針 

当社のデリバティブ取引は、外貨建予

定取引について為替相場変動リスクを、

社債について金利相場変動リスクを回避

することを目的として利用しています。 

    なお、当社の利用しているデリバティ

ブ取引は当社の実需の範囲で行ってお

り、投機目的のものはありません。 

(3) ヘッジ方針 

     同左 

  

(3) ヘッジ方針 

     同左 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ開始

時から上半期末までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動またはキャッシュ・

フローの変動額とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フローの変動額を比

較して判断しています。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

        同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ開始

時から各半期末までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動またはキャッシュ・

フローの変動額とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フローの変動額を比

較して判断しています。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

 消費税および地方消費税の会計処理方

法は税抜方式によっています。 

７ その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

        同左 

７ その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

        同左 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しています。 

(2) 連結納税制度の適用 

        同左 

(2) 連結納税制度の適用 

        同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

─────   １ 社債発行差金に係る会計処理の変更   ───── 

      「社債発行差金」は従来、繰延資産に計 

   上していましたが、「金融商品に関する会 

   計基準」（企業会計基準第10号 2006年８ 

   月11日改正）および「繰延資産の会計処理 

   に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 

   19号 2006年８月11日）にもとづき、当上 

   半期より社債から控除して表示していま 

  す。 

   これによる営業利益、経常利益および税 

   引前中間純利益への影響はありません。 

  

      

   ２ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

     会計基準 

  

     当上半期より、「貸借対照表の純資産の 

   部の表示に関する会計基準」（企業会計基 

   準第５号 2005年12月９日）および「貸借 

   対照表の純資産の部の表示に関する会計基 

   準等の適用指針」（企業会計基準適用指針 

   第８号 2005年12月９日）を適用していま 

   す。 

   これまでの資本の部の合計に相当する金 

   額は2,113,669百万円です。 

   なお、当上半期における中間貸借対照表 

   の純資産の部については、中間財務諸表等 

   規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表 

   等規則により作成しています。   

  

      

   ３ 特許実施許諾料等の会計処理の変更   

     従来、営業外収益に計上していました特 

   許実施許諾料等について、当上半期より売 

   上高に含めて計上することとしました。 

 この変更は、当該収益が当社の事業活動

の成果であり、その金額的重要性も近年増

していることから、損益区分をより適切に

するために行ったものです。 

 この変更により、従来の方法によった場

合に比べ、売上高および営業利益は25,587

百万円増加し、営業外収益は同額減少して

いますが、経常利益および税引前中間純利

益への影響はありません。 

  

      

   ４ 企業結合に係る会計基準および事業分離 

   等に関する会計基準 

  

     当上半期より、「企業結合に係る会計基 

  準」（企業会計審議会 2003年10月31日） 

   および「事業分離等に関する会計基準」 

   （企業会計基準第７号 2005年12月27日） 

   ならびに「企業結合会計基準及び事業分離 

   等会計基準に関する適用指針」（企業会計 

   基準適用指針第10号 2005年12月27日）を 

   適用しています。 

  

      



表示方法の変更 

2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 

至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 

（自 2006年４月１日 

至 2006年９月30日） 

 ─────   中間貸借対照表の固定資産 

  (1) 前上半期、「投資有価証券」に含めていた「関係会社株式」を 

     当上半期より区分掲記することとしました。なお、当上半期の 

     「投資有価証券」36,206百万円は「その他」に含めることとしま 

   した。 

  (2) 前上半期、区分掲記していました「長期貸付金」は、当上半期 

   より「その他」に含めることとしました。なお、当上半期の「長 

   期貸付金」は49,001百万円です。 

  (3) 前上半期、区分掲記していました「繰延税金資産」は、当上半 

   期より「その他」に含めることとしました。なお、当上半期の 

    「繰延税金資産」は67,723百万円です。 

    



財務諸表の注記 

摘要 
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

*1 有形固定資産減価償却累

計額 
348,394百万円 361,011百万円 348,559百万円 

*2 圧縮記帳  有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの856百

万円、保険金等の受入によるもの

42百万円(当上半期実施額2百万円)

です。 

 有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの856百

万円、保険金等の受入によるもの

36百万円(当上半期実施額24百万

円)です。 

 有形固定資産の取得価額から控

除している圧縮記帳累計額は、国

庫補助金等の受入によるもの856百

万円、保険金等の受入によるもの

11百万円(当年度実施額2百万円)で

す。 

3 保証債務等    

(1)債務保証契約    

関係会社の買掛金およ

び銀行借入金等に対す

る保証 

従業員の銀行借入金に

対する保証 

債務保証契約計  

 236,754百万円 

 

   1,933百万円 

 238,687百万円 

531,328百万円 

 

1,754百万円 

533,082百万円 

172,113百万円 

 

1,851百万円 

173,964百万円 

「関係会社の買掛金およ

び銀行借入金等に対す

る保証」のうち主な被

保証先 

Sony Global Treasury Services

Plc.  

        89,000百万円 

  コマーシャルペーパー発行に対

する保証を行っています。 

Sony Global Treasury Services

Plc.  

       165,512百万円 

 コマーシャルペーパー発行等に

対する保証を行っています。 

Sony United Kingdom Ltd. 

 

61,833百万円 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

 67,193百万円 

Sony Capital Corporation 

117,925百万円 

 フィルムファイナンスおよびリ

ース契約等に対する保証を行って

います。 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

61,682百万円 

 Sony United Kingdom Ltd. 

  41,183百万円  

Sony United Kingdom Ltd. 

   77,371百万円 

ソニーセミコンダクタ九州㈱   

 9,424百万円  

   

 

ソニーイーエムシーエス㈱ 

 58,940百万円  

  

  

 その他 23社 

   39,376百万円 

その他 26社 

111,579百万円 

その他 19社 

39,172百万円 

(2)経営指導念書等の差 

  入れ * 

   

関係会社に対する経営

指導念書等の差入れに

よる保証等 

経営指導念書等の差

入れ計 
 

「関係会社に対する経営

指導念書等の差入れに

よる保証等」のうち主

な被保証先と保証内容 

    262,595百万円 

    262,595百万円 

Sony Capital Corporation 

    232,133百万円 

136,210百万円 

136,210百万円 

Sony Capital Corporation 

95,517百万円 

228,720百万円 

228,720百万円 

Sony Capital Corporation 

225,467百万円 

 リース契約およびミディアムタ

ームノート等に対する信用補完を 

行っています。 

 ミディアムタームノートおよび

銀行借入に対する信用補完を行っ

ています。 

 ミディアムタームノートおよび

フィルムファイナンス等に対する

信用補完を行っています。 

* 経営指導念書等は、関

係会社の信用を補完す

ることを目的とした関

係会社との合意書が主

なものです。 

Sony Global Treasury Services

Plc.  

30,229百万円 

Sony Global Treasury Services

Plc.  

38,469百万円 

  

  

 コマーシャルペーパー発行等に

対する信用補完を行っています。  

 コマーシャルペーパー発行およ

び為替取引に対する信用補完を行

っています。    

  

 その他 ２社 

  232百万円 

その他 ２社 

2,223百万円 

その他 ３社 

3,252百万円 

  リース契約に対する信用補完を

行っています。 

 短期借入およびリース契約に対

する信用補完を行っています。 

 短期借入等に対する信用補完等

を行っています。 

 



摘要 
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

 4 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

24,001百万円

12,677百万円

36,679百万円

18,852百万円

14,937百万円

33,790百万円

48,648百万円

28,792百万円

77,441百万円

*5 営業外収益 

が含まれています。 

  百万円

受取利息 478

受取配当金 16,806

特許実施許諾料 23,747

受取賃貸料 7,129 が含まれています。 

  百万円

受取利息 422

受取配当金 30,692

受取賃貸料 6,815

が含まれています。 

  百万円

受取利息 984

受取配当金 43,256

特許実施許諾料 49,206

*6 営業外費用 

が含まれています。 

  百万円

支払利息 286

貸与資産関連費用 5,190

為替差損 11,190

製品補償費 6,013

が含まれています。 

  百万円

支払利息 640

貸与資産関連費用 4,922

為替差損 10,140

製品補償費 6,729

が含まれています。 

  百万円

支払利息 775

貸与資産関連費用 11,173

為替差損  28,782

製品補償費 10,032

*7 特別利益 関係会社株式売却益 

   28,007百万円 

関係会社株式売却益 

30,595百万円 

関係会社株式売却益 

49,067百万円 

*8 特別損失 
───── ───── 

早期退職者特別加算金 

12,650百万円 

*9 過年度法人税等 過年度法人税等は、海外子会社と

の間におけるCDおよびDVDディスク

事業に関する取引に対する移転価

格の更正によるものです。  

───── 

 過年度法人税等は、海外子会社と 

 の間におけるCDおよびDVDディスク 

 事業に関する取引に対する移転価 

 格の更正によるものです。 

*10 自己株式の種類および株

式数に関する事項 

───── 

（注）普通株式の自己株式の株式 

   数の増加43,401株は、単元 

   未満株式の買取りによるも 

   のです。また減少6,251株 

   は、単元未満株主への売渡 

   しによるものです。 

自己株式の種類 普通株式 

前事業年度末 

株式数 
740,888株 

当中間会計期間 

増加株式数 
43,401株 

当中間会計期間 

減少株式数 
6,251株 

当中間会計期間末

株式数  
778,038株 

───── 



リース取引関係 

摘要 
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

1 リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および上半期末残高相

当額 

 
取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円) 

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

上半期
末残高
相当額 

(百万円) 

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

2,797 251 ― 2,545 

車両お
よびそ
の他の
運搬具 

76 33 ― 43 

工具器
具およ
び備品 

2,409 1,165 10 1,233 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア 

203 116 ― 86 

合計 5,487 1,567 10 3,909 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および上半期末残高相

当額 

 
取得価
額相当
額 

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円)

減損損失

累計額相

当額 

(百万円)

上半期
末残高
相当額 

(百万円)

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

8,778 1,780 ― 6,997 

車両お
よびそ
の他の
運搬具

45 29 ― 16 

工具器
具およ
び備品

3,041 1,326 2 1,711 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア

155 91 ― 64 

合計 12,020 3,227 2 8,790 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額および期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 

(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円) 

減損損失

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残
高相当
額 

(百万円)

(1)有形
固定
資産 

       

機械お
よび装
置 

4,658 767 ― 3,891 

車両お
よびそ
の他の
運搬具

45 23 ― 21 

工具器
具およ
び備品

2,697 1,288 6 1,401 

(2)無形
固定
資産 

       

ソフト
ウェア

170 104 ― 66 

合計 7,572 2,184 6 5,381 

 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料上半期末残高が有形固定資

産の上半期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しています。 

 (2) 未経過リース料上半期末残高相当

額等 

(2) 未経過リース料上半期末残高相当

額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  百万円

１年内 1,384 

１年超 2,525 

合計 3,909 

 百万円

１年内 3,105 

１年超 5,684 

合計 8,790 

 百万円

１年内 1,924 

１年超 3,456 

合計 5,381 

 

（注）未経過リース料上半期末残高相

当額は、未経過リース料上半期

末残高が有形固定資産の上半期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しています。 

リース資産減損勘定の

残高  10百万円 

同左 

リース資産減損勘定の

残高   2百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しています。 

リース資産減損勘定の

残高   6百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額お

よび減損損失 

  百万円

支払リース料 542 

リース資産減損勘定

の取崩額 
69 

減価償却費相当額 542 

減損損失 ― 

 百万円

支払リース料 1,449 

リース資産減損勘定

の取崩額 
3 

減価償却費相当額 1,449 

減損損失 ― 

 百万円

支払リース料 1,479 

リース資産減損勘定

の取崩額 
73 

減価償却費相当額 1,479 

減損損失 ― 

 



有価証券関係 

有価証券 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 

摘要 
2005年度上半期 

（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

2 オペレーティン

グ・リース取引 
未経過リース料 

 百万円

１年内 2,723 

１年超 4,194 

合計 6,917 

未経過リース料 

 百万円

１年内 10,388 

１年超 31,353 

合計 41,742 

未経過リース料 

 百万円

１年内 3,269 

１年超 3,493 

合計 6,762 

区分 

2005年度上半期末 
（2005年９月30日） 

2006年度上半期末 
（2006年９月30日） 

2005年度末 
（2006年３月31日） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 － － － 5,939 29,489 23,550 5,939 40,912 34,972 

関連会社株式 344 1,420 1,076 344 2,298 1,953 344 2,381 2,036 

合計 344 1,420 1,076 6,284 31,787 25,503 6,284 43,294 37,009 



重要な後発事象 

2005年度上半期 
（自 2005年４月１日 
至 2005年９月30日） 

2006年度上半期 
（自 2006年４月１日 
至 2006年９月30日） 

2005年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１ 当社は、2005年10月26日開催の取締役 

 会において、当社の子会社であるソニー 

 コミュニケーションネットワーク株式会 

 社(以下「ＳＣＮ」)を対象とした子会社 

 連動株式を、当社普通株式に一斉転換す 

 る方法にて終了させることを決議し、同 

 年12月１日に実施しました。 

  

 (1) 新株式の発行および転換比率 

      一斉転換により発行した当社普通 

    株式は、子会社連動株式１株につき 

    1.114株であり、発行した株式総数は 

    3,452,808株です。  

  (2) 配当起算日 

     一斉転換により発行した当社普通 

   株式に対する利益配当金の計算は、 

   2005年10月１日を起算日とします。 

  (3) 子会社連動株式を対象とする新株引 

   受権付社債および新株予約権につい 

   て 

     一斉転換日以降、新株引受権の行 

   使により発行する株式の種類および 

   新株予約権の目的たる株式の種類は 

   当社普通株式になりました。また、 

   行使価額については、一斉転換の比 

   率に応じて調整されました。 

 

  

２ ＳＣＮが2005年12月20日に東京証券取 

 引所マザーズ市場に上場したことに伴 

 い、当社は当社所有の同社株式の一部を 

 売却し、関係会社株式売却益17,820百万 

 円を計上しました。 

   

  売却前の所有株式数     194,560株 

    売却株式数               66,000株 

   売却後の所有株式数    128,560株 

        (発行済株式数の50.3％)※ 

     

  ※2005年12月20日現在。ＳＣＮが新た 

   に発行した株式20,000株を考慮し、 

   算定しています。 

  当社はソニーグループのリテール事業群

の経営陣と従業員による独立的経営を目指

して、当該リテール事業群を傘下におく持

株会社、㈱スタイリングライフ・ホールデ

ィングス（以下、スタイリングライフ）を

2006年５月に設立し、同月、当社が保有す

るプラザスタイル㈱（旧㈱ソニープラザ）

の全株式をスタイリングライフに売却しま

した。 

 また、2006年２月に公表した日興プリン

シパル・インベストメンツ㈱との基本合意

にもとづき、同年６月に同社の100％子会社

であるアジアリテールホールディングス有

限会社に対して、スタイリングライフの

51％の株式を売却しました。 

 これにより当社は合計約300億円の関係会

社株式売却益を計上する見込みです。な

お、売却前および売却後（2006年６月23日

現在）の所有株式数、持株比率は次のとお

りです。 

  

 

プラザスタイル㈱ 

 売却前の所有株式数  1,350,000株 

       （発行済株式数の77.85％） 

 売却株式数      1,350,000株 

 売却後の所有株式数      0株 

       （発行済株式数の0.0％） 

  

  

㈱スタイリングライフ・ホールディングス 

 売却前の所有株式数   150,000株 

       （発行済株式数の100.0％） 

 売却株式数        76,500株 

 売却後の所有株式数    73,500株 

       （発行済株式数の49.0％） 



(2)【その他】 

 2006年10月25日に開催された取締役会において、当社定款第35条の規定にもとづき、2006年９月30日最終の株

主名簿記載の普通株式の株主または登録質権者に対し、2006年度（2006年４月１日から2007年３月31日まで）中

間配当金として１株につき12円50銭（総額12,516,526,575円）を支払う旨、決議しています。 



第６【提出会社の参考情報】 

当上半期の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 (1)有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（2005年度） （自 2005年４月１日 至 2006年３月31日） 

2006年６月23日 関東財務局長に提出 

 (2)訂正発行登録書（社債） 

2006年６月23日 関東財務局長に提出 

 (3)有価証券届出書（普通株式新株予約権証券）およびその添付書類 

2006年10月26日 関東財務局長に提出 

 (4)臨時報告書 

2006年10月26日 関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項および同条第２項第１号（有価証券の募集が本邦 

 以外の地域において開始された場合）にもとづく臨時報告書です。 

 (5)訂正発行登録書（社債） 

2006年10月26日 関東財務局長に提出 

 (6)有価証券届出書の訂正届出書（普通株式新株予約権証券） 

    2006年11月16日 関東財務局長に提出 

2006年10月26日に提出した有価証券届出書にかかる訂正届出書です。 

 (7)臨時報告書の訂正報告書 

   2006年11月16日 関東財務局長に提出 

2006年10月26日に提出した臨時報告書にかかる訂正報告書です。 

 (8)訂正発行登録書（社債） 

2006年11月16日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 2006年11月29日 

ソニー株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙浦 英夫 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 木村 浩一郎 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩尾 健太郎 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー

株式会社の2005年４月１日から2006年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2005年４月１日から2005年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表注記１及び３参照）に準拠して、ソニー株式会社及び連結子会社の2005年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（2005年４月１日から2005年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表注記３「主要な会計方針の要約」(3）「勘定科目の組替え再表示」に記載のとおり、会社は従来、中

間連結損益計算書上において特許実施許諾料を「その他の収益」として表示してきたが、2006年４月１日から2007年３月

31日までの連結会計年度から「売上高および営業収入」に含めて表示する方法に変更し、2005年４月１日から2006年３月

31日までの連結会計年度の中間連結会計期間の表示方法を2006年４月１日から2007年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間の表示方法に合わせて組替え再表示している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。  



独立監査人の中間監査報告書 

 2006年11月29日 

ソニー株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関根 愛子 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩尾 健太郎 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー

株式会社の2006年４月１日から2007年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2006年４月１日から2006年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結資本変動表及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務

諸表注記１及び３参照）の作成基準に準拠して、ソニー株式会社及び連結子会社の2006年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表注記３「主要な会計方針の要約」(1）「新会計基準の適用」に記載のとおり、会社は当連結会計年

度より、米国財務会計基準書第123号「株式を基礎とした報酬の会計処理」の改訂版および、第155号「特定の複合金融商

品の会計処理」を適用し、これらの会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．中間連結財務諸表注記３「主要な会計方針の要約」(3）「勘定科目の組替え再表示」に記載のとおり、会社は従来、

中間連結損益計算書上において特許実施許諾料を「その他の収益」として表示してきたが、当連結会計年度から「売上高

および営業収入」に含めて表示する方法に変更し、2005年４月１日から2006年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間の表示方法を当連結会計年度の中間連結会計期間の表示方法にあわせて組替え再表示している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

ソ ニ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー株式会社の平

成17年４月１日から平成18年３月31日までの平成17年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ソニー

株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月26日開催の取締役会において子会社連動株式を会社の普通株式に一

斉転換する方法にて終了することを決議し、平成17年12月１日に実施した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 浦 英 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 村 浩一郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 尾 健太郎 

    



独立監査人の中間監査報告書 

 2006年11月29日 

ソニー株式会社  

 取締役会 御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 関根 愛子 

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 岩尾 健太郎 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているソニー

株式会社の2006年４月１日から2007年３月31日までの2006年度の中間会計期間（2006年４月１日から2006年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ソニー株式会社の2006年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（2006年４月１日から2006

年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、従来、特許実施許諾料を「その

他の収益」として表示してきたが、当会計年度から「売上高および営業収入」に含めて計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。  
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